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なぜ経営人材として
活躍しているのか

本誌編集／入倉由理子

  「インド人、めちゃくちゃ優秀ですよ」
　インド取材中のホテルで、偶然出会った日本人のビジ
ネスパーソンが開口一番に言いました。聞けば、ITエン
ジニアの採用選考のために訪印したのだそうです。確か
にインドは1990年代以降、オフショア開発も含め、IT
人材の供給元として他国のIT企業の開発や運用を支援
してきました。その基盤となっているのは、高等教育機
関が毎年おびただしい数を輩出するコンピュータサイエ
ンスを学んだ学生の存在です。親は子どもに対し、将来
の経済的な豊かさを担保するために「医者かエンジニア
になりなさい」と勧めるといいます。
　一方、近年はそれにとどまらず、企業リーダーやアン
トレプレナーとしてのインド人材に注目が集まっていま
す。背景にあるのは、Microsoft CEOのサティア・ナデ
ラ氏、Google CEOのスンダー・ピチャイ氏など著名な
グローバル企業のリーダーの存在や、100社以上とい
うユニコーン企業の数の多さでしょう。
　インドから優秀な人材が輩出されるその理由を「世界
一の人口」と解説する人も多くいます。しかし、インド
の貧困層に初等教育の機会を提供するアガスティア・イ
ンターナショナル財団創設者兼会長のラムジ・ラーガワ
ン氏が言及した「優良な教育や学習環境にアクセスでき
るのはごく一部」という現在まで続く社会課題を考慮す
れば、人口の多さだけにその理由を求めていては実態を
見誤ることになりかねません。
　本特集では、インドの人材がどのような文化や社会環
境のなかで、学校教育、企業での人材育成を経て育まれ
ているのかを現地取材も含めて明らかにしていきます。
そのうえで、何がインド人材の専門能力、リーダーシッ
プの開発に役立っているのかを考察します。
　インド、日本での取材を通じて見えてきたのは、IT人
材としての能力・スキルという基盤が、経営人材として
花開くことと一定の関わりがあることです。インド人材
を知ることで、採用や支援に役立てるのはもちろん、国
籍を問わず高い能力を備え、リーダーシップを発揮する
人材を育み、彼ら・彼女らに活躍してもらうために日本
企業、教育機関は今、何をすべきかを考える材料にして
ほしいと思います。

はじめに

Photo=EPA=時事（2段目左）、
dpa/時事通信フォト（２段目右）、
AFP＝時事（その他すべて）
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世界一の人口を擁し、市場としても注目されるインド。IT分野を中心に人材にも期待が高まっているが、
今、インドの社会、経済、人材市場の実態は。現在地を切り取る。

インドの
社会・経済・人材市場

経
済

Section

1
1

Text＝有馬知子　Photo＝JETRO提供

　2018年からインドに駐在し、コロナ禍の間も

現地の様子を見てきた鈴木氏は、インドがグロー

バルなビジネスのなかで存在感を高めている理由

を、次のように分析する。

 「インドは建国以来、2ケタ台の急成長はありま

せんが、堅調で安定的な経済成長を続けてきまし

た。コロナ禍で他国が沈むなか、いち早く本来の

成長を取り戻したことで、外的要因への抵抗力が

強く、堅調に成長し続けるというインド経済の魅

力が再認識されたのだと考えています」

　JETROは1960年代にインドに事務所を立ち上

げて以来、主に製造業のインド進出をサポートし

コロナ禍によるGDPの落ち込みから急回復を果たし、世界中の企業から注目を集めるインド。
しかし日本からの進出企業数はここ数年、約1400社で横ばいが続く。
インド進出の現状と課題を、日本貿易振興機構（JETRO）ニューデリー事務所長の
鈴木隆史氏に聞いた。

てきた。ただ中国、ASEANという、日本企業に

とってはうってつけの製造拠点が近くにあったこ

ともあり、日印のビジネスが発展するには時間が

かかった。しかし最近は足元で中国経済が減速し

ていることもあり、ニューデリー事務所には日本

企業が「1日2社ほどのペース」で訪れ、進出に

関する相談が寄せられるという。

 「かつてインドは『眠れる巨象』と揶揄され、日

本からの進出企業も、現地での販売を念頭に置く

自動車関連の産業がメインでした。しかし今やあ

りとあらゆるセクターで、1度はインドを検討し

なければ、というモメンタムが高まっており、隔

コロナ後拡大するインドの重要性
一方大手と中小で格差も

在インド日系企業数

注：2022年10月時点
出所：在インド日本国大使館・JETRO「インド進出日系企業リスト」（2022年版）

Issue
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世の感があります」

　潮目が変わったのは、コロナ禍の少し前からだ。

それまで市場としてインドを見ていたメーカー各

社が、インドで製造した製品を中東やアフリカに

輸出し始めたのだ。

 「インド国内の事業が次第に安定するなかで、イ

ンドの拠点を活用して新たなビジネスモデルを模

索する余裕が出てきたのだと思います。特に、既

にインドに拠点を置く企業のなかには、黒字を確

保するだけでなく拠点を増やしたり販売エリアを

拡大したりといった前向きな姿勢が見られます。

現地での事業拡大や人材活用などに対する、本社

のコミットメントも強まっています」

　JETROの調査によると、2009年にインド事業

で黒字を達成していた日系企業は4割程度だった

が、2024年には8割近くに達した。また日本企業

に今後の事業展開の方向性を聞いたところ、「拡

大」と回答した企業が最も多いのがインドで、約

８割にのぼった（右図）。

意欲は高いが進出数は頭打ち 
中小の参入に高い壁

　ただ、実際にインドへ進出した企業の数を見て

みると、2017年以降は1400社前後で横ばいが続

く（6P図）。日本からインドへの直接投資もここ

10年、増加傾向は見られないのが現状だ。鈴木氏

は要因として、さまざまな産業の関心は高まって

いるものの、実際に進出している企業はまだ自動

車製造業が中心であるという業種の偏りと、中小

企業の進出の少なさを挙げた。

 「中国やASEAN諸国への進出企業を見ると、半

分以上を中小が占めていますが、インドでは15％

程度にとどまります。中小の進出が進まないと、

数も業種もなかなか広がらないのです」

　中小企業の参入障壁の1つが、税制や行政手続

きの複雑さだ。インドでは税務や行政のルールが

頻繁に変わり、突然新たな税金を課されることも

しばしばだという。

 「アドミニストレーション専任の担当者を置ける

大企業ですら、大変な苦労を強いられています。

ましてや専任者を置く余裕のない中小にとっては

負担が過大で、それが進出をためらわせる要因に

なっています」

　インドは植民地時代、宗主国のイギリスに搾取

されたという歴史的な経緯から、海外企業に経

済のイニシアチブを握られることへの警戒感が強

い。中国やASEAN諸国のように、外資をうまく

使って経済を成長させるというマインドも薄いと

いう。

　特にナレンドラ・モディ首相率いる現政権は「メ

イク・イン・インディア」政策を掲げ、GDPにお

ける製造業の割合を15％から25%に引き上げる

ことを目標に国内製造業の振興を打ち出してい

る。保護主義的な貿易政策を取り、日本企業が現

地製造に必要な物資をインドに輸入しづらい状況

も生まれている。

 「貿易を自由化すれば急成長が実現したかもしれ

ませんが、インドはその道を選ばなかった。一方、

保護主義的で世界情勢の影響を受けにくいからこ

そ、コロナ禍から急回復できたともいえます。外

資にとって最適な環境とはいえませんが、それを

前提に付き合うしかありません」

　もう1つのネックが、人件費の高騰と離職率の

高さという、人材に関わる問題だ。日系企業がイ

ンドで雇用する一般従業員の昇給率は10％に上

り、管理職クラスの引き抜き合戦も過熱している。

労働者がよりよい報酬と待遇を求めて、転職を繰

り返すことも一般的だ。

 「経済が活況を呈し、人材の奪い合いになっている

ため、昇給の際に高い報酬を提示しなければ人材が

定着しないことも中小にとっては厳しい環境です」

0 20 40 60 80 100（%）

全地域計（n=7,347）
インド（n=309）
ブラジル（n=83）
UAE（n=88）

ベトナム（n=859）
韓国（n=93）

南アフリカ共和国（n=48）
オランダ（n=61）
メキシコ（n=173）

オーストラリア（n=153）
ドイツ（n=264）
米国（n=692）

インドネシア（n=469）
英国（n=75）

シンガポール（n=412）
フランス（n=56）
タイ（n=539）
中国（n=762）
香港（n=181）

拡大 現状維持 縮小 第三国（地域）へ移転、撤退

今後1〜2年の事業展開の方向性（主要国・地域別）

出所：JETRO「2024年度海外進出日系企業実態調査（全世界編）」を
編集部により抜粋
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 「日本で高度IT人材としてインド人が活躍するよ

うになったのは、両国にとってよい変化ではあり

ます。しかし関係をさらに深めるには、IT以外の

領域も含めた多様な人材に、日本で活躍してもら

う必要があると考えています」

日本企業の手厚い人材育成は魅力
一方で長期雇用前提はミスマッチに

　インドの人材にとって、日本企業で働く魅力は

何だろうか。鈴木氏は「日本や欧州、アメリカといっ

た海外の企業で働くことはアピールポイントにな

るので、選択肢の1つとして日本に対する学生の

関心は高い」と話す。日本企業の初任給の提示額

が約600万円と、現地企業の平均200万～300万

円に比べて高水準なことも、人気の一因だ。日本

のアニメが好き、日本での生活に関心があるといっ

た学生も多いという。トランプ政権の発足で、ア

メリカの移民政策が不透明になるとの見立ても、

日本へ目を向けさせる追い風となっているようだ。

　日本企業も注目するIITは国内に23校あり、そ

のすべての学生が何千万円という年俸で欧米の多

国籍企業に採用されるとは限らない。ILOによる

と、インドでは中等教育を終えた若年層の失業率

が16％に上り、大卒者のうちすぐに就職できない

人も30％に達する。

 「インドは財閥系企業が多く国内の企業数が限ら

れることもあり、大卒者の受け皿は不足していま

す。また優秀な経験者を引き抜くことが人材戦略

の柱で、新卒を育成する発想が薄い企業も多い。

そのため、日本企業の手厚い人材育成も一部の若

者にとって魅力に映るようです」

　一方でインドの若者たちのなかには、初職で2

～3年勤めたら転職する、というキャリアビジョ

ンを持つ人も多数含まれる。

 「日本企業が長期雇用を前提に採用すると、ミス

マッチを引き起こす可能性が高い。キャリアパス

と昇進・昇給の時期を具体的に示し、成長につな

がる仕事を提示することが重要です」

草の根の人的交流がカギ
多くの人に来てもらう

　さらに鈴木氏が、中小の参入が進まない最大の

原因と考えているのが、日本とインドの人的交流

の少なさだ。今やインドにルーツを持つ人は、グ

ローバル企業のトップや国家元首など、世界のあ

らゆる領域で活躍している。しかし日本では、IT

の領域以外でインド人材の影は薄く、法務省統

計によると、在日インド人の数は2023年、4万

3886人と中国人の76万1563人にはるかに及ば

ない。日本学生支援機構の調査によると、インド

人留学生も1612人と、中国人留学生の11万5493

人とは比較にならない。

 「中小企業の経営者が、海外に拠点を置こうと思

うきっかけは多くの場合、職場にその国の人がい

て親近感を抱くことです。インドとビジネスをす

るという発想を持ってもらうには、草の根の交流

を広げるしかないと考えています」

　このためJETROは2024年8月、インドで最

も優秀な学生が集まるといわれるインド工科大学

（IIT）のハイデラバード校で、日本企業18社を集

めて企業説明会を開いた。日印の大学関係者の交

流会や、インド人学生に対するインターンシップ

の実施、インドの大学での寄付講座開設などを通

じて、学生のうちから日本との接点をなるべくた

くさん作っておくことを目指している。

　ただ日本の企業や大学の注目はIT領域に偏り

がちで、大学側からは「土木など別の領域にも優

秀な学生がいるので、ぜひ目を向けてほしい」と

の要望も寄せられている。

JETROニューデリー事務所長

鈴木隆史氏

1994年入職、アジア諸国のビジネ
ス振興を担当し、ナイジェリア、ベ
ルギー、バングラデシュなどの駐在を
経て2018年からインド・ベンガルー
ル事務所長。2022年より現職。

経
済

イ
ン
ド
の

社
会
・
経
済・人
材
市
場

IITハイデラバード校での企業説明会には日本企業18社が参加した。
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ウィズグループのCEO、奥田浩美氏はムンバイ大学大学院を修了し、
日本で起業家支援などに取り組む傍らインドでも証券会社などへ投資している。
30年以上に及ぶ関わりのなかから見えてきた、インド人材の実像とは。

ウィズグループCEO

奥田浩美氏

ムンバイ大 学 大 学 院 社 会 福 祉 課 程 修 了。
1991年、IT企業に特化したカンファレンス事業
を立ち上げ、2001年にウィズグループを設立。
2013年にはITの領域から地域課題にアプロー
チすることを目指した「株式会社たからのやま」
も創業した。著書に『ワクワクすることだけ、や
ればいい!』（PHP研究所）など。

　インドでは、パートナーと共同で証券会社やア

プリ開発会社へ投資し、得た利益を現地に作った

NPOに寄付して、女子の教育支援と給食支援を

しています。インドでビジネスを始めたのは、成

長し続ける巨大市場を見過ごしてはいけない、少

しでも「勝ち筋」を学び、日本の産業に役立てた

いと考えたからです。インド人を単なる「ITのプ

ロ」と見なす時代ではもはやなく、マネジメント

なども含めて日本経済の発展のために力を貸して

もらうステージに来ていると感じます。

　インドのビジネス精神を表す言葉として「ジュ

ガール」という考え方があります。完璧な準備

や条件がなくとも、ありあわせのリソースで何と

かやってみよう、といった意味です。インドでは

1日に何度も停電したり道路が壊れて不通になっ

たりと、アクシデントが頻繁に起こります。その

たびにビジネスを止めていては物事が進まない

ので、顧客にはまず「できます」と答えて、でき

る部分を1ミリでも進めようとするのです。欧米

企業で実践されている「アジャイル」が、インド

では昔からの文化として浸透していると感じます

し、私自身もジュガールの精神を根底に置きなが

ら、事業に挑戦してきました。ただ昨今、ブーム

のようにジュガールという言葉が聞かれるように

なったのは、海外の人が考えるインド人のイメー

ジとして、逆輸入された感が強いです。

　そしてインド人には「意見を声高に主張する」

というイメージもあるようですが、私の周りのイ

ンド人はシャイで自分から意見を言わない人も多

い。「インド人」と一括りにできないことも、こ

の国の人材の奥深さです。

優秀な子が一族を豊かに 
「ドリーム」が生きる社会

　インドの強みは何といっても、14億人超という

人口から輩出される人材の裾野が広いことです。

約50もの言語があるといわれ、宗教や民族も非

常に多彩で、異なるバックグラウンドの人が混在

してもいます。シリコンバレーのIT企業トップ

にはインド人が多いですが、一定の学歴と英語と

いう共通言語を持つIT企業は、多様なインド社

会よりも、はるかにたやすくマネージできるので

はないか、と思わされます。

　インドでは、優秀な子どもが海外の企業で高収

入を得て、家族や親族を豊かにするという「ドリー

ム」が今も生きています。このためIIT（インド

工科大学）など難関校への進学者が出たら一族を

挙げて応援し、留学や就職で海外へ送り出します。

本人も、家族を背負って働く覚悟とガッツがあり、

修士課程、博士課程に進んでハイキャリアを目指

します。起業家の卵が集まるインキュベーション

オフィスなども「何かやるぞ」という活気がみな

ぎっていて、日本のそれとは空気が違います。

　インド人の多くは、日本の自動車や家電製品な

どを通じて日本によい印象を抱いており、ビジネ

スマナーや製品の完成度を高める力など、日本企

業から学ぶ面も多いと考えています。日本企業へ

の就職を希望する人は、今後も一定数は出てくる

と思います。ただ彼らの多くは転職を繰り返すこ

とでキャリアアップしようとしているので、採用

側もそこを踏まえて人材を迎え入れる必要がある

でしょう。

つぎはぎでも物事を前に進める
厳しい環境が生んだ「ジュガール」精神

Text＝有馬知子　Photo＝奥田氏提供

econom
y

Issue 2
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伸びている国の人は多くの成長機会に恵まれるも

のです。さらにインドは人口も多く、激しい競争

で勝ち抜くなかで能力はさらに磨かれていきます。

　もう1つ、この国固有の背景として社会の多様

性があります。20以上の憲法で公認されている言

語があり、宗教や民族も非常に多様です。概して

いえば北部の人は気性が激しく、南部の人は穏や

かな傾向が見られるなど、地域によって人の気風

もだいぶ違います。多様な社会で生きるうちに自

ずと、価値観や生き方の異なる人間と接するうえ

での「プロトコル」を身につけてきたのだと感じ

ます。同僚たちを見ていても「違う人間なのだか

ら意見は対立して当然」と腹が据わっており、相

互理解のため徹底的に論争することに慣れていま

す。それがビジネス上でも非常に有利に働いてい

ると思います。

インナーサークルで人材の「裏取り」
ガバナンスの弱さを人脈で補う

　外資系企業がインドで事業をする難しさは、上

場企業であってもコーポレートガバナンスが未成

熟な点にあります。インドはタタ・グループやア

ダニ・グループ、リライアンスなど大企業の多く

が同族経営で、法的にも創業者一族に強い権限

が与えられています。たとえ外資から投資を受

けていても同族的なやり方を変えようとしないこ

とも多く、欧米流のコーポレートガバナンスとは

ギャップが生じてしまいがちです。

　一方で同族経営の企業では、社員総会にトッ

プが出てくるとロックスターが登場したかのよう

な大歓声で迎えられるなど、多様な人材を団結さ

せるうえではプラスの側面もあることもわかりま

す。外資が進出する際はこうした特殊性を考慮し、

現地を熟知したパートナーと組むことが非常に重

　マイクロファイナンスの世界最大のマーケッ

トであるインドには、2018年頃から投資を始め、

2020年からは経営方針としても集中的にコミッ

トしています。また本社の社員40人のうち最も

多いのもインド人で、4割強を占めます。業務の

やり取りのほとんどが英語なので、英語の読解力

とコミュニケーション能力の高いインドの人が自

然に増えていきました。

　インド人のメンバーを見ていると、チームで働

くのも上手ですし統率力のある人が多い。マネジ

メントレベルにおけるプロフェッショナル人材の

質は、日本人と比べると「圧勝」だと思います。

MicrosoftやGoogle、IBMなど、米大企業のトッ

プ層にインド系が多いのもうなずけます。

　国際的にも優れた人材が多いのは、国自体が成

長し続けているという環境による部分も大きいと

思います。国家間で人間の能力に差はなくとも、

アジアで低所得者へのマイクロファイナンスを展開する
五常・アンド・カンパニーは、インドで現地企業と協働し、
800の支店と約7000人の従業員を抱える。
代表執行役の慎泰俊氏に、インド人材の優れた点や、
優秀な人材を輩出する背景を語ってもらった。

競争社会と多様性が能力を磨く
議論通じた相互理解が特長

Text＝有馬知子　Photo＝五常・アンド・カンパニー提供（10P）、今村拓馬（11P）

五常・アンド・カンパニーは、インドのほかカンボジア
やミャンマーなどで事業を展開。顧客の96％が女性で、
86％が農村に暮らしているという。
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要です。

　当社は採用に関しても、共同経営者であるサン

ジェイ・ガンディをはじめ、現地で知り合った信

頼できる人たちの力を借りて、人のつながり経由

で探すようにしています。当社の何人かはインド

のビジネス界にある「インナーサークル」に入れ

るので、人材について「信用性に問題がありそう

だ」「この人には仕事を任せられる」といった「裏

取り」ができる。インナーサークルは深くて狭く、

ヒンディー語ができなければ入るのは難しい。も

ちろん外国人の私が入ることはできません。

　私は在日朝鮮人という日本社会のマイノリティ

として生まれ育ち、さまざまなバックグラウンド

の人々とやり取りすることが多かったので、相手

が信頼に足る人物かどうかを「目利き」する力は、

ある程度身につけてきたという自負があります。

しかしそれでもインドでは「だまされない」確率

がほかの人より何割か上がる程度。サンジェイの

ような人材と出会えたのは、運によるところが大

きかったと思います。

現地のパートナーに任せる 
言語化能力磨くことも大事

　こうしたディープな関係構築が求められるイン

ドのビジネス界で、日本人が直接経営に乗り出し

ても、うまく人心を掌握できるイメージは持ちづ

らいです。相手の理解と共感を引き出すのに十分

な語学力を持ち合わせているか、という問題もあ

りますし、「あ・うん」の呼吸で話が通じる日本の

ホモソーシャルな職場で、言語化のスキルをあま

り求められてこなかったことも、議論が重要なイ

ンドでは大きなハンディとなるでしょう。日本人

のマネジメント層は、異なるバックグラウンドの

人と働くことにも不慣れな人が多い印象で、能力

的に優秀でも、インド人の部下を統率するという

面では難しさがあると思います。

　製造業ならマニュアルや機械化によって、コ

ミュニケーション能力の不足をある程度補えるか

もしれません。しかし私たちの手掛ける金融サー

ビスのような事業は、人と人とのやり取りが成否

を左右します。インドに限らず海外で成功してい

る日系のサービス企業も、多くは現地法人の社員

が裁量権を握り、経営をうまくリードしています。

インドでも日本人トップを無理に据えるより、現

地の人をパートナーに迎え、任せるべき部分は任

せたほうがいいでしょう。

　ただもちろん、日本人も「不得意だから」と、

意見を言語化することを諦めるべきではありませ

ん。第一歩として、取締役会を英語にすることか

ら始めてはどうでしょうか。経営層が英語を使う

ことで、レポートラインにいる部下も必要性を感

じて学び始める、という流れを作るのです。組織

のなかで英語でのやり取りが当たり前になれば、

海外からも多様な人材が集まり、語学だけでなく

職場全体の行動様式が、多様性を前提としたプロ

トコルへ変わっていくことも期待できます。

　インドには課題もたくさんあります。根強い女

性差別のため、同族企業以外の女性トップは少な

いですし、スタートアップ経営者も男性ばかりで

す。出自による差別はだいぶなくなってきました

が、不可触民と呼ばれる人々に対する差別はいま

だに根強く、彼・彼女らと恋愛結婚した人々がカッ

プルごと殺されるという事件は後を絶ちません。

　言語の多様さや、公教育が十分に行き届かない

ことがネックとなり、識字率も76％にとどまります。

地方に行くと道路などのインフラも未整備です。

逆にいえばこうした課題が解決に向かえば、国全

体にさらなる「のびしろ」が出てくると思います。

五常・アンド・カンパニー
代表執行役

慎 泰俊氏

1981年東京生まれ。モルガン・スタンレー・キャ
ピタル、ユニゾン・キャピタルでプライベート・エ
クイティ投資実務に携わった後、2014年に五
常・アンド・カンパニーを創業。2007年には認
定NPO法 人Living in Peaceを 共 同 設 立

（2017年に理事長退任）、2021年には日本
児童相談業務評価機関を共同設立。

society
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オペレーション人材の供給から
機能の再設計ができる人材の供給へ

　高度人材が育つ背景として、ピーエス氏はイン

ドの質の高い教育システムを挙げる。「テクノロ

ジーの分野に関していえば、国立工科大学（NIT）、

インド工科大学（IIT）をはじめとして、各州に毎

年大勢のソフトウエアエンジニア、メカニカルエ

ンジニアの能力を備えた人材を輩出する大学や専

門学校が多く存在します」

　かつてはインド国内の大学卒業後、渡米して修

士やPh.D.を取得し、そのままアメリカで就職す

るエンジニアも目立ったが、その流れは今変わっ

てきている。現在は国内に多くの機会があるため

国内の大学院に進み、インドで活躍したいという

人材も増えているという。

　財務やHR、法務、マーケティングなどの専門

職種も、大学卒業後に専門的な知識を獲得できる

専門教育機関や、会計資格、MBAなどを取得で

きる大学院が存在する。

　新卒ですぐに職務を遂行できない人材に対し

て、手厚いトレーニングを実施するインドの国内

企業も少なくない。インドの人材市場は今、オペ

レーション人材から、専門知識や経験をもとに既

存の機能やプロセスの再設計ができる人材の供給

地へと脱皮している。かつてのインド人材の強み

は能力の割に「安い」というコストメリットだっ

たが、現在は、提供できる付加価値を判断基準と

して評価され、採用されているという。

増える経営人材ニーズ
求められるグローバルマインドセット

　経営人材としてのニーズも確実に高まってい

る。「求められているのは、特定分野の高度な専

　インドでは従来、IT業界のエンジニア人材、銀

行や小売りなどのセールス人材のニーズが高かっ

たが、近年は半導体や自動車を中心に製造業の人

材の動きが活発化するなど、変化が顕著だとピー

エス氏は話す。

 「背景には、2014年以降、製造業への投資、スキ

ル開発、イノベーションなどを加速させる国家プ

ログラム『メイク・イン・インディア』の推進が

あります。また国際情勢を反映し、グローバル企

業が中国からインドに製造拠点を移している、あ

るいは第2拠点としてインドを拡充する企業が増

えていることも影響しているでしょう」

　インドは平均年齢が29～30歳と若い労働力が

豊富で、需要に対する供給も十分だ。

　高度人材はどうか。「近年は、国内外の企業の

グローバル・ケイパビリティ・センター（GCC）で

のニーズが高まっています」

　GCCとは、インドで2000年頃から発展した

シェアード・サービス・センターが源流にある。

HRや経理など企業のオペレーションを担ってき

たが、より戦略的なものとして企業の専門機能を

より効果的に、効率的に回す価値を提供するよう

になった。進化とともに名称もナレッジ・プロセ

ス・アウトソーシング（KPO）、GCCと変化して

きた。

 「財務、HR、法務、エンジニアリング、ビジネ

スアナリシス、研究開発など高度な専門人材に期

待し、GCCをインドに置く流れがあります」

　こうした変化を背景に、ランスタッド・インド

はこの1年、事業の変革を進めている。現在、オ

ペレーショナルタレント、プロフェッショナルタ

レント、デジタルタレント、エンタープライズタ

レントの4領域に関する人材の事業を強化してい

るという。

ランスタッドはオランダを本社とし、39カ国に事業を展開する
売り上げ世界最大の人材サービス会社だ。
そのインド法人の創設は30年前に遡る。
インドでの専門人材の確保に努めてきた同社でMD兼CEOを務める
ビシュワナート・ピーエス氏に近年のインドの人材市場について聞く。

高まるインドの高度人材へのニーズ
国内外での“グローバル経験”の豊富さが背景に

Text＝入倉由理子　Photo＝EPA=時事（13P上）、ランスタッド提供（13P下）
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門性に加え、リーダーシップ、

多文化への適応能力、戦略思考、

複雑な市場環境への深い理解、

プロセスの包括的な管理、優れ

た実行力です」

　その背景にあるのは、今でも

まだ存在するコストメリットに

加え、英語力や多言語多文化の

なかで鍛えられた適応力だ。そ

れが複雑な市場に対しての深い

理解力につながり、その数が圧

倒的な人口がゆえに豊富だとい

うことだ。

　加えて非常に大きなポイン

トは、「国境を越えて仕事をし、

成果を出すことに果敢に挑め

るグローバルマインドセットが

備わっている人材が多いこと」

（ピーエス氏）だ。シェアード・

サービス・センターやGCCの

流れと相まって、約30年前からインドはビジネ

ス・プロセス・アウトソーシング（BPO）のパイオ

ニア的な位置を維持してきた。「欧米企業のオフ

ショアとしての役割を担った後、IT革命によって

欧米企業のアウトソーシング拠点が増えたため、

グローバル企業で仕事を経験するインド人も増加

し、そこで徹底的に鍛えられたのです」

　また、「インド人は海外で働くことを躊躇しな

い」（ピーエス氏）という。アメリカやヨーロッパ

だけでなく、APACでの経験を持つ人材も近年

増えている。インド国内のみに身を置いていても、

東南アジアやヨーロッパとの時差が比較的少な

く、グローバルなネットワークを活用できるのも

メリットだ。

　こうしてグローバル企業で活躍できる人材が育

ち、ITはもちろん製造業やリテールなどさまざま

な業種において経営トップ、COO、戦略リード

などの経営ポジションでインド人が目立つように

なったのだ。

仕事や働く場の意味を問う 
Z世代のリテンションが課題

　課題の1つは、「伝統的なインド企業のヒエラル

キーの階層が多い構造」（ピーエス氏）だ。少しず

つ昇進させてモチベーションを維持しようとして

いるが、Z世代など若手人材にとってインドの人

材市場はチャンスが多いだけに、意思決定できる

ポジションまで時間がかかるとなれば転職をため

らうことはない。

　同時に若手人材は仕事内容だけでなく、「その

仕事は自分にとって意味があるのか」「その仕事

を楽しんでいるのか」「上司は私の仕事を評価し

てくれているか」などを常に自問自答している。

そこにいる意味が見出せなければ、リーダーと

なっていくプロセスで辞めてしまうことも少なく

ない。

 「ただ今では、IT企業を中心に組織をフラット化

して実力のある人材をどんどん昇進させるほか、

早い段階で専門人材としての道を歩むのか、経営

人材になっていきたいのか選択させるなど、キャ

リア自律を重視し、柔軟性を持たせてリテンショ

ンを図ろうとしています」

ランスタッド・インド
MD兼CEO

ビシュワナート・ピーエス氏

複数の業界でビジネスと財務の経験を
持つ。2014年、ランスタッド・インド
のシェアード・サービス・センターの責
任者として入社し、2016年にCFO
に昇進。2021年7月より現職。

hum
an resources

若年の高度人材が多く輩出されるインド。少子高齢化が進む先進国にとっては魅力的だ。
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政府統計への信頼揺らぎ
インドのGDPにも疑問の声

　その一方で、インドに関するこうした見通しに

は注意すべき点が2つあります。1つは経済に関

するデータの信頼性が十分かどうか、もう1つは

経済成長の恩恵が幅広い階層に行きわたっている

のかどうかです。

　モディ政権になって以降、それまで定期的に実

施されていた統計調査が行われなくなったり、実

施済みの統計調査の結果が一向に公表されなかっ

たりすることが相次いでいます。そのため、政府

統計への信頼が大きく揺らぎ、インドのGDPに

も疑問の声が上がるようになっています。

　たとえば、インフォーマル部門（非組織部門）に

ついての政府統計は、2024年6月に最新のものが

一部公表されましたが、それまでは、コロナ前の

2015年度のデータしか政府は公表していません

でした。GDPで約5割、就業者数で約8割を占め

る同部門の動向が適切に反映されてこなかったた

め、GDPをはじめとする政府統計がインド経済

の全体像を正確に捉えられていない可能性がある

のです。

　また、パンデミック後の「V字回復」で富む人

はさらに富む一方で、低所得層の状況は厳しく、

経済階層間の格差はさらに拡大したと考えられて

います。インド自動車工業会によると、2022年

度の乗用車の販売台数は過去最高を記録した一方

で、二輪車の販売台数は2014年度の水準にとど

 「モディ政権の経済運営によって、インドが急成

長を遂げている」というイメージが国内外に流布

していますが、高い経済成長率は1990年代後半

から一貫して続いており、モディ政権下ではむし

ろ鈍化しています。その大きな原因の1つとして、

新型コロナウイルスの感染拡大に伴う全土封鎖の

影響があります。ただ、データをよく見ると、既

にコロナ前にインド経済は深刻な停滞に陥ってい

ました。具体的には、2017年度第4四半期（2018

年1～3月）から四半期ごとのGDP成長率は下

落を続け、全土封鎖直前の2019年度第4四半期

（2020年1～3月）には前年同期比3.1％増にとど

まっていました。

　その後、コロナ禍を経た直近3年のGDP成長

率は7～9％台と「V字回復」を果たしており、

GDPは現在の世界5位から、近い将来に日本とド

イツを抜いて3位に浮上する見込みです。そのた

め、最近はインド経済について明るい見通しが語

られることが多くなっています。

国際舞台で存在感を高める「大国インド」。
2014年に誕生したモディ政権下で経済成長が加速しているイメージがあるが、真の姿はどうか。
インドの政治経済に詳しいアジア経済研究所研究員の湊一樹氏に聞いた。

経済成長「加速」の真の姿は
格差拡大、雇用不足と指摘も

Text＝川口敦子　Photo＝dpa /時事通信フォト（14P）、湊氏提供（15P）

経済格差を象徴するように、都市部
では高層ビルの狭間にバラック街が
点在している。
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まり、排気量の少ないスクーターに限ると、二輪

車販売数がピークだった2018年度比で28％減り

ました。つまり、中間層予備軍というべき、二輪

車の購買層が拡大していないのです。

　この点は、インド進出を考えている企業にとっ

ても重要でしょう。将来的に中間層が増えていく

という見通しをもとにインドに進出したものの、蓋

を開けてみたら、中間層は期待したほど膨らまな

かったという可能性がないとはいえないからです。

　2024年4～6月の総選挙で、モディ首相は3期

目の続投を決めたものの、自らが率いる与党BJP

（インド人民党）の議席は大幅に減りました。生活

苦を感じた国民の不満が、選挙結果に表れたもの

と受け止められています。

製造業の振興策は成果出せず 
雇用創出も進まず

　現在のインド経済における課題は、世界一の人

口規模に見合う産業と雇用を創出できていないこ

とにあります。モディ政権は「メイク・イン・イ

ンディア」というスローガンのもと、貿易赤字の

削減や新規雇用の創出を目的に、国内製造業の振

興を図ってきましたが、目立った成果は上がって

いません。製造業に従事する労働者の割合はまっ

たく増えていませんし、中国からの輸入に大きく

依存する状況に変わりはありません。大企業には

さまざまな優遇措置を講じる一方で、地域に雇用

を生み出す中小零細企業への支援は不十分である

ことも、大きな問題です。

　また、人口の多くを占める若年層の雇用不足も

深刻で、若者が教育を受けても、それに見合う仕

事がありません。民間部門の雇用が不足している

ため、若者が公的部門への就職に頼るしかない状

況が顕著になっており、2022年にインド国鉄が3

万5000人の従業員を募集した際には、1250万人

の応募者が殺到して大混乱になりました。

　人口は世界一で比較的安価な労働力が豊富にあ

るはずなのに投資を呼び込めないのは、国民の全

体的な教育水準が低いことが原因の1つです。日

本では「インド人はみんな英語を話せて、計算が

速い」というイメージがあるかもしれませんが、

そのような人は全体のうちわずか。圧倒的多数は

深刻な格差と教育システムの欠陥によって十分な

教育機会を得られていません。高度な教育を受け

た一握りの人たちの多くは、高収入を求めて欧米

などに移住しています。

広く実態が知られない理由は 
モディ政権のイメージ戦略

　これまで述べてきたようなインドの実態が広く

一般に知られていない理由として、モディ政権の

イメージ戦略が奏功しているという点が挙げられ

ます。モディ政権は、インドを「世界最大の民主

主義国」「民主主義の母国」と対外的にアピール

する一方、国内では権威主義化と少数派（特にイ

スラーム教徒）に対する迫害が深刻化しています。

　2023年1月、モディ首相のグジャラート州首相

時代に起きた大規模暴動や現政権下でのイスラー

ム教徒への差別的政策の様子を伝えるドキュメ

ンタリー番組をBBCがイギリス国内で放送しま

した。インド政府はこれに反発し、YouTubeと

Twitter（現Ｘ）に番組の動画削除を命令しました。

さらに、国際取引に関する法令違反があったとの

名目で、インドの税務当局がBBCの現地支局に

家宅捜索に入りました。

　ところが、折しもBBCへの家宅捜索が始まっ

た日、航空大手エア・インディアが欧州エアバス

とアメリカのボーイングに旅客機470機を発注す

るという、過去最大規模の購入計画が発表されま

した。単なる偶然なのかそうでないのか真実はわ

かりません。さらに興味深いことに、この一件に

ついて欧米諸国はインドを表立って非難すること

を避けたのです。

　中国に比べるとインドの国内事情に関する報道

は圧倒的に少ないため、インドの実態が日本に

はなかなか伝わっていないと日頃から感じていま

す。皆さんにはさまざまな情報に触れて、インド

の真の姿について考えを巡らせてほしいと願って

います。

アジア経済研究所
地域研究センター 研究員

湊 一樹氏

東北大学経済学部卒業。2006年ボスト
ン大学より修士号（政治経済学）を取得
後、日本貿易振興機構（JETRO）アジア
経済研究所に入所し現職。著書に『「モ
ディ化」するインド——大国幻想が生み出
した権威主義』（中央公論新社）など。

society
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マネジメント人材を輩出し続けているインド。
学校や組織でどのような教育を受けてきた人たちなのか。
どのような問題意識を持つ人たちなのか。その実像に迫る。

活躍する
インド人たちの実像

ペクトする文化があることが選ばれる理由になっ

ています。その好例が、最近私のチームに加わっ

た女性メンバーです。彼女はビッグテック出身で、

生成AIで世界から注目される企業からも採用オ

ファーをもらっていたのですが、最終的に日立を

選びました。なぜでしょうか。それは、彼女にとっ

て日立が自分の“home”であると感じられたから

だといいます。当社には派手さはありませんが、

働く人は安心して自分を表現できます。一言で言

えば、人間味のある職場なのです。

　優秀な人材が重視する第2の要素は、成長の機

会です。特に人口の多いインドでは、人々は幼い

頃から厳しい競争にさらされているため、非常に

野心的です。会社を選ぶ際も、ここで自分がスキ

ルを伸ばし、成長できるのかを重視します。

　特にZ世代は、早く学んで早く成長したいとい

う欲求が強く、また社会課題に対しても非常に意

識が高いです。人口急増に見合った雇用機会がな

いインドでは、優秀な人材でも国内でよい仕事を

見つけるのは難しく、彼らの目は海外に向いてい

ます。特に人気があるのは世界中に拠点を持つ企

業です。早く成長し成果を出せば、自分が行きた

い国や地域に移って働ける可能性があるからです。

Z世代はソーシャルメディアを通じて、世界中の

情報に触れていますから、彼らの野心に国境はあ

りません。

　日立製作所は約90年前からインドで社会インフ

ラの整備事業を展開し、今では日立グループで約

4万人のインド人従業員を雇用しています。当社

におけるインド人材の活躍の場はインド国内にと

どまらず、世界に広がっています。18年以上日立

で働き、現在アメリカで日立グループのグローバ

ル人事施策や組織変革を推進している私自身もイ

ンド出身です。

　優秀な人材はインドに限らず世界中にいますが、

彼らが企業を選ぶ際に重視する点は主に3つある

と思います。

　第1はブランドと組織文化です。日立の場合、

製品や技術、サービスだけでなく、社会への貢献

という点で高い評価を得ています。特にインドの

若い人材は社会貢献への思いが強く、自分はこれ

から誰のために、何のために働くのかということ

に強い関心があります。ですから我々の採用面談

では、個々のジョブの話から入るのではなく、ま

ずは日立のパーパス、社会における存在意義とは

何かを語り、「だからこそ、あなたにはこの仕事で

こんな役割を果たしてほしい」という話し方をし

ています。

　組織文化も重要です。日立の場合、常に地に足

がついた事業を行い安定性・一貫性があること、

社内における判断基準の透明性が高いこと、さら

に、日本全体がそうであるように、お互いをリス

Text＝石臥薫子　Photo＝今村拓馬

国内外で多数のインド人材が活躍する日立製作所。
多様な人材を包括する組織への変革を牽引しているのは、
グローバル人事施策や組織変革を担当する、
インド出身のイムティアズ・シャイク氏だ。
その変革の道のりは。そこで発揮したインド人の特質とは──。

多国籍の優秀な人材から選ばれる組織へ
変革を推進するインド人リーダーの軌跡

Section

2
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レモンをもらったらレモネードを作れ 
創造的であれという教え

　第3の要素は創造的な職場環境です。私は2007

年にシスコシステムズから日立データシステムズ

（現日立ヴァンタラ）に転職したのですが、実は転

職当初、非常に後悔しました。通勤の際には、シ

スコの近くを通らないようにしていたほどです。

理由は、当時の日立ではITの導入が進んでおらず、

仕事のスピードがあまりに遅かったからです。情

報がどこにあり、誰が何をしているのかさっぱり

わからず、困り果てていました。

　でもそのとき、上司が私にこう言いました。「レ

モンをもらったら、レモンについて文句を言うの

ではなく、レモネードを作れ」と。つまり、創造

的になれという意味です。インド人は何をするに

もリソースが足りない環境で育っているので、創

意工夫が得意です。私も幼い頃、毎日数時間停電

するとか、2日に1度しか水が出ないなんてしょっ

ちゅうでした。ですから、ヒンディー語でいう「ジュ

ガール」、すなわち可能性に懸けてみようというマ

インドセットが備わっています。

　私もそういうインド人の特質を発揮し、これま

で誰も手をつけていなかったITを活用したHR業

務の自動化に取り組みました。そのとき、日立は

私に自由に挑戦させてくれました。やがて私は日

立のなかに相互に助け合うネットワークがあるこ

とに気づきました。シスコにはデジタルネットワー

クがありましたが、日立にはヒューマンネットワー

クがあったのです。そこからは新しい環境に馴染

み、うまく仕事を進められるようになりました。

　これはほんの一例ですが、日立は変化をいとわ

ず、従業員の挑戦を奨励することで驚くべき進化

を遂げました。もちろん完璧だというつもりはあ

りませんが、少なくとも今ではビッグテックやAI

関連のトップ企業からオファーが来る優秀な人材

にも選ばれるようになったのです。

　では、インドをはじめ海外の優秀な人材を活用

したいと考えている日本企業が、取り組むべき課

題は何でしょうか。

期待のレベルを上げ、探求を奨励し 
失敗を許容するマネジメントを

　まず働く環境について、日本の組織の多くは縦

割りでコミュニケーションが不足していると感じ

ます。日本人は個人の仕事に集中しすぎではない

でしょうか。インド人は大抵おしゃべりで、職場

でもいろんなイベントをします。そして、それが

チームビルディングにも役立っています。日本企

業ももう少し外国人材を含めた交流の場を増やす

べきだと思います。

　マネジメントスタイルの変革も必須です。優れ

た人材に創造性を発揮してもらうためには、期待

のレベルを上げ、探求することを奨励し、失敗を

許容するマネジメントが求められます。

　最後は言うまでもなく、言語のバリアをなくすこ

とです。日本人はチームのなかに日本人がいると自

然と日本語で話すことが多いですが、それでは非日

本語話者と効果的に意思疎通することは難しくなり

ます。ビジネス言語が英語になれば、日本企業はもっ

とグローバルに人材を集め、競争力を高めることが

できるでしょう。やるべきことは山積みですが、ま

ずはトップそしてマネジャーが、マインドセットを

変えていくことが必要だと思います。

日立製作所
Deputy CHRO

イムティアズ・シャイク氏

2007年、日立データシステムズ（現日立ヴァンタラ）に入社。
2022年よりDeputy CHROとしてグローバル人事施策、カル
チャー・人材・組織の変革を推進。数学の理学士号、経営
情報システムの経営修士号（MBA）を持つ。
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組織の密度が高く、マンモグラフィでは検知しづ

らいのです。こうした密度の高い組織の乳房を持

つ人は世界平均では3割ですが、日本では40代

で約7割、50代で約5割に上ります。マンモグラ

フィで使用されるX線は硬い部分が白く見えるの

で、脂肪の多い乳房ではがんを検知しやすいので

すが、組織の密度が高い乳房では全体が白く写り、

がんの検出が非常に難しくなるのです。

小さな村や島でも検診を可能に 
オフィスで働く女性もサポート

　Niramaiのテクノロジーと事業は、これらの課

題を解決しています。まず、胸部の40万ポイン

トの皮膚の温度変化を私たちが開発したデバイス

で測定します。がん細胞は制御されていない不規

則な増殖、つまり急速で複雑に増殖し、活発に活

動します。代謝が多く発生しエネルギーが消費さ

れるため、熱が生成されて細胞分裂が続き、温度

変化が表れるのです。

　もちろん温度上昇だけで診断するわけではあり

ません。細胞分裂には“食物”が必要です。細胞

分裂すれば血流が集中して血管が拡張し、新しい

血管が形成され通常とは異なる血管構造が生まれ

ます。こうした変化をAIを使って分析し、がん

かどうかを判断します。

　検査機器は乳房に接触させる必要すらないの

で、マンモグラフィのように痛みもない。組織の

密度の高低にも影響されず、凝集性の高い乳房で

あっても異常を検出できます。

　検査を多くの人に受けてもらうためには測定の

簡易さが重要です。私たちの機器はビデオカメラ

のように小さく軽いので、どこにでも持ち込め、

安価です。上着を脱ぎ、冷気を当てて異なる角度

の写真を5枚撮るだけ。10分で検査終了です。

　私たちが開発したのは、サーモカメラで撮影し

た乳房の画像を独自のAIアルゴリズムで解析する

ことにより乳がんを検知・診断するシステムです。

　インドでは世界と同様に、乳がんは女性におけ

る主要な死因の1つです。一方、すべてのがんの

なかで最も治療可能ながんでもあります。乳がん

は、ステージ0〜1で発見できれば10年生存率は

90〜95％を超えますが、ステージ2以降で発見さ

れると生存率が著しく低下します。早期発見がで

きないために多くの人が亡くなっているのです。

　早期発見ができていない理由はいくつかありま

すが、そのうちの1つは、定期的なX線の検査で

あるマンモグラフィを受けていないことです。乳

房を潰して撮影するため強い痛みを伴うので、多

くの女性が検診をためらうのです。

　また、インドでは検診が45歳以上に限定され

るため、若い女性のがんが見逃されがちです。費

用やインフラの不足により、検診にアクセスでき

る女性が非常に少ないのも大きな課題です。

　もう1つは検査技術の問

題です。アジア、特に日本、

シンガポール、中国、イン

ドなどの女性たちの乳房は

Text＝入倉由理子　Photo＝浜田敬子（18P）、Niramai提供（19P）

インドの村で検診を受ける女
性たち。画像診断後、医師が
おらず詳細な診断ができない
ため、保健衛生従事者が画像
をチェックして赤であれば病
院で直ちに検診、黄色は6カ
月後に再検査、緑は異常なし、
とわかりやすく伝える。

Niramai Health Analytics（以下、Niramai）は、受診する人の負荷が小さく
高い精度の乳がん診断支援AI技術を開発した、インド発のベンチャー企業だ。
アメリカの特許も取得し、既に世界20カ国で約25万人が受診している。
そのCEOギータ・マンジュナート氏の創業ストーリーの原点には、
自身の経験とインドが持つ社会課題がある。

新しい乳がん診断テクノロジーで
インド発のイノベーションを

Niramai Health Analytics
創設者、CEO、CTO

ギータ・マンジュナート氏

IIScで博士号を取得し、シカゴのケロッ
グ経営大学院で経営学を学ぶ。Xerox 
Indiaのデータ分析研究ラボのディレク
ターなどを歴任し、2016年Niramaiを
設立。2020年のForbes「自力で成功
した女 性トップ20」リストへの 選 出、
BioSpectrum Indiaの2020年女性起
業家賞など国内外で数々の賞を受賞。
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　これまでに20カ国、約25万人の女性が検査を

受け、多くのがんを検出しました。インドやアフ

リカの小村、小さな島など設備や資金のないとこ

ろでも検査できます。こうした地域の課題は、ま

ず10の村に医師が1人ぐらいしかいないこと。装

置が大きく高価なマンモグラフィなどの機器の持

ち込みも難しい。さらにがんについての知識・認

識も低い。情報を得ようとしても識字率が低く、

インターネットがあっても利用方法を知りません。

村で行われている触診でしこりが発見される段階

では、ステージ3くらいになってしまっています。

　私たちは村や島の、がんの知識のない女性たち

の家を訪ねて説明することから始め、学校などの

施設に小さな仕切りをしたプライベートな空間を

作って検診をしています。後部を検査用に改造し

たバン内部で行うこともあります。

　企業で働く女性にも検診を行っています。彼

女たちは仕事に加え、家事や育児もあり、とても

多忙で自分自身をケアする余裕がありません。私

たちはオフィスでも会議室を借り、ブースを設

置、女性たちは仕事の合間に10分のコーヒーブレ

イクのような感覚で受けることができます。既に

Google、ペプシコ、メルセデス・ベンツ、アメリ

カン・エキスプレスなどさまざまな企業で検査実

績があります。

ジェンダーは関係ない
1人のエンジニアであればいい

　私はIndian Institute of Science（IISc）でAI

の博士号を取得し、ヒューレット・パッカードで

主任研究員として17年間働きました。その後、ケ

ロッグ経営大学院でMBAを取得し、ゼロックス

のAI研究所長となりました。

　そんなとき、親友のような存在のいとこが42

歳で乳がんと診断され、1年を待たず亡くなりま

した。彼女も密度の高い組織の乳房で、マンモグ

ラフィの検査では検知できなかったのです。別の

親族をもがんで亡くし、この問題を絶対に解決す

べきと思い、研究に取り組みました。

　温度変化による画像診断を試みた人はそれまで

にもいましたが、活用されなかった理由は人が画

像を見ただけでは診断が困難だったからです。そ

こで、私の専門領域であるAIを使うことを考え

ました。半年準備をしてゼロックスを退職し、デ

バイスなどの開発のための資金調達もしました。

　インドでは、ジェンダーによる格差が非常に大

きいことが1つの社会課題で、私も一時は苦しみ

ました。子ども時代から数学と科学が大好きで、

問題を解くことに喜びを感じてきました。コン

ピュータサイエンスを専攻し、私は州の全工学分

野で1位を獲得。女の子でも結婚という道でなく

大好きな勉強を続けることができたのは、父が応

援してくれたおかげです。

　その後、Indian Academy of Science（IASc）

の修士課程に進みました。当時、100人の男子の

なかで女性は私たった1人。私は非常に内向的な

性格だったので誰とも話すことができませんでし

た。でもあるとき、私のなかのジェンダーの意識

を取り除くべきだと気づいたのです。ジェンダー

は関係ない、1人のエンジニアであればいいと。

その後、私は男子に囲まれていても手を挙げて質

問するようになりました。すると、男子たちが「彼

女には価値ある考えがある」と私に話しかけるよ

うになったのです。

　私は人の倍学び、働くことで平等を勝ち得まし

た。今ではジェンダー平等に関する環境は少し改

善しているとは思いますが、それでも大切なこと

は女の子を持つ親は本人のやりたいことを尊重し

てあげること、そして協力的な夫を持つことです。

私も夫の協力なしでは、とてもこれまで仕事を続

けることはできなかったと思います。

　アメリカでの経験もありましたが、私はインド

での起業を選びました。AIの専門知識やスキル

や経験を使い、これまで数々の発明を生んでき

たアメリカやドイツのように、インドから世界に

貢献できる新しい技術を生み出せることを示した

かった。これまで世界の数々の賞を受け、そこに

ある程度到達できていることを誇りに思います。

最高温度は白、最低温度
はブルーなどポイントご
とに色によって温度をデ
バイスに表示。AI診断に
よってリスクを評価する
ことで、女性に接触せず
に診断できる点が画期的
だと評価されている。
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　移動の効率化は同時に、Care24で働く常用雇

用者とギグワーカー両方にとっての働きやすさに

もつながっています。

　働く人の60％は女性なので、彼女らが働く環境

の整備にも妥協せず取り組んでいます。まず、ジェ

ンダー格差に苦しむ女性たちが自立・自活できる

仕事を提供すること。もう1つは、まだ女性にとっ

て安全とはいえないインド社会で、彼女たちが安

全に働ける環境を実現することです。女性が安心

して働ける利用者だと確認したうえで、契約を進

めています。

　現在、注力しているのはグローバル展開です。

ベトナムやケニアなどにプラットフォームと介護

者・医療従事者へのトレーニングを提供していま

す。私たち自身が介護や医療などフロントエンド

のサービスを手掛けるわけではなく、現地の医療

保険制度や文化をよく知る企業とパートナー契

約を結んでいます。2022年には、日本の在宅医

療に特化したヒューマンライフ・マネジメントが

Care24の株主となり、日本やアジア諸国などへ

の展開を進めています。

核家族化が進むインド 
離れて住む子どもの不安を解消したい

　このビジネスの背景にあるのは、近年インドで

顕在化してきた社会課題です。

　かつては数世代が同居して支え合っていたイン

ドでも核家族化が進み、働く女性も増えたため、

入院先の病院から自宅に戻りたいと望んでも面倒

を見てくれる人がいません。一方で子どもの立場

から見ても、高齢で病気の親が離れて住んでいる

のは気が気ではない。私自身、2000キロメート

ル離れて住む親を「元気にしているだろうか」と

常に気にかけていましたが、どう支援すればい

　Care24では、ムンバイ、デリーなどの大都市

圏を中心に、介護者や医療従事者と利用者をつな

ぎ、自宅での医療や介護を可能にするマッチング

プラットフォームを展開しています。利用者の多

くは重症患者や認知症患者、緩和ケアを受けるが

ん患者など。病院からできるだけ早く自宅に戻る

ことを望む患者に対して、病院と同様のケアを受

けられるように「病院の機能を自宅に作る」支援

をしています。

　具体的には、介護者、看護師、理学療法士が移

動や入浴、排泄などを介助します。人工呼吸器や

経管栄養など、高度な医療機器の在宅管理や、医

師が往診する在宅医療も行っています。

　現在、こうした包括的な在宅ケアの利用者は毎

日2000人程度。ムンバイだけで約1000人が利用

しています。このほか、デング熱やマラリアなど

の感染症が発生している場合は、疑いのある患者

の自宅に医師を派遣し、感染拡大を防ぐための病

院前診断も担っています。

AIで移動の効率を上げる 
在宅介護・医療版Uber

　こうした在宅医療や介護のサービスは他社でも

手掛けていますが、私たちの事業の違いはテクノ

ロジーベースのプラットフォームであることです。

　ムンバイのような大都市では、深刻な交通渋滞

のため移動に大変時間がかかります。Care24で

は利用者のニーズに合わせて、一定の区域内の介

護者や医師のなかから、たとえば心臓病のケア、

手術後のケアなど専門的な知識や経験を持った人

を、AIで最適にマッチングし派遣します。移動

の効率を上げることで必要とされるサービスをス

ピーディに提供できる、いわば在宅介護・医療の

Uberのようなものです。

インドの大都市で介護者・医療従事者と利用者をつなぐ
マッチングプラットフォームサービスを展開し、インドの社会課題の解決に取り組む
AEGIS CARE ADVISORS PRIVATE LIMITED（以下、Care24）。
インド工科大学（IIT）の卒業者でもある創業者のヴィピン・パタック氏をはじめ、
今、多くの同大卒業生がスタートアップを選択する理由とは。

IITからコンサル、そして起業
介護・医療の社会課題に向き合う

Text＝入倉由理子　Photo＝浜田敬子（21P下）、Care24提供（21P上）
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いかわからずにいました。探してもそれを解決す

るサービスやプラットフォームは存在しなかった

し、聞けば友人も同じ問題を抱えていたのです。

　私は、IITカンプール校の出身です。問題解決

が大好きで、卒業後はコンサルタントの道を選び

ました。PwCやEYでテクノロジーコンサルタ

ントとして、アジアを中心とするグローバルプロ

ジェクトをリードしながら起業することを常に念

頭に置いていました。タイミングやテーマを模索

するなかで、介護・医療への問題意識と、共同創

業者となる友人との出会いが起業のきっかけにな

りました。

IIT出身者の進む道として起業や 
スタートアップへの参加が主流に

　Care24を運営する社員は現在40人ほど。カン

プール校を含めIIT出身者が多くいます。

　スタートアップには採用や育成の専門的スタッ

フが十分ではないため、リファラル採用に頼って

います。結果IITの卒業生が多くなるわけですが、

人脈に頼るほうが優れた適切な人材をスピーディ

に採用できるのも現実です。

　IIT出身者はスタートアップにとって非常に優

れている点がいくつかあります。まずIIT入学ま

でに熾烈な競争にさらされ、入学後もアルバイト

などする暇もないほど勉強、勉強の過酷な日々を

過ごします。それらを勝ち抜き、やり抜いた経験

から、「自分はできる」という自信、未来をマネー

ジできることへの自信が涵養されています。たと

え未知の領域や方法論が確立されていない複雑な

仕事を与えたとしても、自ら道筋を立ててやり遂

げる力が備わっています。

　挑戦を好むという特徴もあると思います。経験

のない新しいプロジェクトや新しい仕事に対して

も躊躇せず、オープンマインドで臨むのです。

　インドの社会、私たちを取り巻く事業環境は

日々変化しています。そうした先の見えない複雑

な世界で、揺るぎない自信を持ち、慣れ親しんだ

仕事ややり方に固執するのではなく今日とは違う

ことでも果敢に挑戦していく人材こそ、スタート

アップには必要です。

　近年、IITの卒業生は、自ら起業したりスター

トアップに参加したりする人が増えてきたように

感じます。

　私がIITを卒業した2006年頃は、同級生には

大学院、IT企業に進む人が多く、その後にKPO

（ナレッジ・プロセス・アウトソーシング、現GCC

〈グローバル・ケイパビリティ・センター〉）や製造

業、コンサルティング会社への就職が続きました

が、現在はそれが大きく変わってきたのです。

　挑戦を好むIIT卒業生にとって、スタートアッ

プは自分で何かを創造し、決定していく機会が豊

富だと映るのでしょう。一方、大企業に就職すると、

ジュニアレベルのうちには挑戦の機会は限定的で、

裁量も小さい。人生で何かを成し遂げたいと考え

る彼ら・彼女らにとっては物足りないのです。

　そして、インドや世界の社会課題を解決した

いと考える人も多い。私もそうですが、問題を解

決する最善の方法は、自分自身でイニシアチブを

取って取り組むことだと皆、信じているのです。

在宅ケアの利用者は
毎日約2000人。女
性にも安全な職場と
なるように配慮して
いる。

在宅介護や医療に必要なトレーニングも
充実している。

Care24 Co-founder & CEO

ヴィピン・パタック氏

2006年IITカンプール校卒業。フィンテック系
企業のビジネスアナリスト、PwCのPrincipal 
Consultant、EYのPrincipal Consultantな
どを経て、2014年ムンバイでCare24を起業。
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状況を正しく捉え
必要なことを学んでいく

　かつてカリスマ的なリーダー
シップがもてはやされたアメリカ
でも、変化が激しく人々の多様性
を重視する現在では、シチュエー
ショナル・リーダーシップが主流と
なっています。インド人は昔から
多様性が高い不安定な社会環境で
育っており、状況に適応すること
に優れていたため、多くの企業の
経営リーダーにインド人が多いの
ではないかと私は見ています。
　たとえばインド人がアメリカで
働く場合、インドで成功した戦略
は使いません。そのときのアメリ
カに合った戦略に適応する必要が
あるからです。「グローバル」とい

　インド人のリーダーシップスタイルと
は──。私がその問いに答えるならば、
「スタイルがない」ことです。むしろそ
れがインド人リーダーの強みだと考え
ます。
　リーダーの役割とは、ビジョンを描き、
それを実現するために人や組織に活力
や具体的なツールを与えることに尽き
ます。その役割を果たそうとすると、特
定の「リーダーはこうあるべき」という
スタイルではうまくいかないことがあり
ます。必要なのは、その時々の状況に
応じてスタイルを変化・適応させる「シ
チュエーショナル・リーダーシップ」な
のです。
　P&G時代、日本にマネジャーとして
駐在した経験があります。当時、上司
も部下もそれぞれの足りない部分を指
摘し合いながらお互いを支援し合うこ
とが当たり前でした。上司だからといっ
て偉いわけではないし、上からものを
言うことはなく、「こうしたほうがいい」
と常に提案をする姿勢が求められるス
タイルでした。
　ところが直後に現地法人トップとし
て駐在したナイジェリアでは、同じス
タイルで臨んだところ誰も私の言うこ
とを聞いてくれません。現地の経営者
仲間に相談すると、「それではここでは
やっていけない。指揮命令のトップと
して、自らやるか、強制されてやるの
かを部下に問わなければならない」と
言われました。極端な例ですが、これ
に適応しなければ、当時、私が置かれ
た環境では人が動かなかったのです。

う一律の戦略があると思うこと自
体が誤りです。
　同様に生まれながらのリーダー
シップなど存在せず、その状況を
正しく捉え、必要なことを学んで
いく力こそが求められます。私の
IIM時代の同級生、ペプシコ元CEO
のインドラ・ヌーイはインドの非常
に小さな街の出身で、当時は決し
て人々を率いるタイプではありま
せんでした。しかし、状況に応じ
て必要なことを学び、必要とされ
るリーダーシップを発揮して前進
したことが、彼女のキャリア形成
に貢献したのだと思います。
　また、IIMのようなトップ・オブ・
トップの人材が集まる環境で切磋
琢磨しながら学んだ経験も、多様
性の高い現代の組織を率いるには
役立ちます。
　IIMのような場では全員が優秀
です。自分が最も優秀だと思って
いても、翌日にはもっと優秀な誰
かをクラスに発見します。次の日
もまた別の優秀な誰かが現れます。
このようななかでは決しておごる
ことなく学び続けなければなりま
せんし、また、常に謙虚であるべ
きだと自分を戒めます。
　そして、最高の結果を出すには、
自分1人ではなく優秀な仲間と協
力することが欠かせないというこ
とを学びます。これも現代のリー
ダーには欠かせない資質ではない
でしょうか。

消費財メーカーや小売り業で経営リーダーとして活躍してきたニヌ・カナ氏。
インド経営大学院（IIM）の修了生でもあり、間近で多くの経営者を見てもきた。

インド人になぜ経営リーダーが多いのかを聞く。

リーダーとして「スタイルのなさ」が強み
状況に応じ変化・適応する力こそ必要

Column

ミラインディア
シニアアドバイザー

ニヌ・カナ氏
P&Gやコルゲートなどの大手グロー
バル企業や財閥系を含む大手インド
企業で経営メンバーとして事業を構
築、運営、指揮。2006年、インド
最大の小売りチェーンであるリライア
ンス・リテール社長に就任。2022
年より日本企業のインド進出・展開
支援をするミラインディアでシニアアド
バイザーに就任。

Text＝入倉由理子　Photo＝ミラインディア提供
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企業や学校でどのような教育を受け、マネジメント人材は生まれているのか。
ITと製造業、初等教育と高等教育の取材から明らかにする。

人材力を育む
人事制度と学校教育

してきました」と話す。

　まず採用に先立ち、インド工科大学（IIT）をは

じめとした難関大学と密接な関係を築き、優秀な学

生との接点を設けている。ワークショップを開いた

り、プロジェクト参加型の長期インターンシップを

実施したりするほか、教員に対しても先端技術や将

来的な開発の方向性などの情報を提供し、学生に

最新の状況を伝えてもらう、といった取り組みだ。

　大学側が学部にコースを新設する際も、関係性

を生かして共同でカリキュラムの構築に取り組み、

学びの内容を提案するなどして「在学中からより

実践的な教育を提供することで、入社後に即戦力

として活躍できる人材を育てようとしています」。

　さらに2012年からは、全世界の大学生を対象に、

「CodeVita」というコーディングのコンテストも

開催しており、「今や学生の間では、TCSのトレー

ドマークになっている」という。

　特に2021年大会は、34カ国から約13万6000人

が参加し、世界最大のプログラミングコンテストと

してギネスブックにも認定された。優勝者や優秀

な成績を収めた学生には、賞金とともに、TCSへの

入社やインターンシップの機会もオファーされる。

　TCSはインドの財閥企業タタ・グループのIT企

業で、1968年に創業された。全世界の従業員数は

約60万人に上り、顧客には欧米の大手金融機関や

航空会社、自動車メーカーなどグローバルのトッ

プ企業が名を連ねる。日本法人でDeputy CHRO

を務めるアルティ・バンダリ氏は「IT業界で50年

以上事業を運営するなかで、人材の採用から社員

の育成、評価に至る一連のプロセスを『仕組み化』

日本タタ・コンサルタンシー・サービシズ
Deputy CHRO

アルティ・バンダリ氏

Text＝有馬知子　Photo＝今村拓馬（23P）、日本TCS提供（25P）

タタ・グループ傘下のIT企業であるタタ・コンサルタンシー・サービシズ（以下、TCS）は、
社員に手厚い学びのプログラムを提供し、
得られた成果をキャリアや報酬に紐づけるという一連のプロセスを「仕組み化」している。
55カ国で事業を展開し、世界トップ企業を顧客に持つTCSの人材戦略とは。

学びとキャリア、報酬を連動　
人材育成を「仕組み化」し世界展開

TCS
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 「テクノロジーが事業の柱である以上、すべての

エンジニアが常に最新技術の動向をチェックし、

変化に対応したスキルを持つ必要があります。こ

のため有機的な人材開発を、ビジネスの根本に置

いています」と、バンダリ氏は説明する。

　内定取得者に対しては「TCS Xplore」という

プログラムが提供され、120時間の導入教育や資

格取得などを通じて、入社前から組織の価値観や

企業文化を学んでもらう。

　また2021年からは受講必須の研修に追加する

形で、全世界の社員に共通の「ELEVATE（エ

レベート）」という学習プログラムも導入した（下

図）。ELEVATEは3段階に分かれ、まず入社後2、

3年の若手に対してはeラーニングを通じて、社員

に共通して求められる業界知識や基礎技術、ビジ

ネススキルを学んでもらう。さらに入社後数年経っ

た中堅世代には、スペシャリストの育成を目的と

した、より専門性の高い研修に進んでもらう。

　これは極めたい専門領域（スペシャライゼーショ

ン）と、将来目指したい役割（ロール）とを組み合

わせたトレーニングで、たとえば「データサイエ

ンス」の知見を深め、顧客の課題解決策を設計す

る「テクニカルアーキテクト」を目指すなど、数

千もの組み合わせが用意されているという。

　トレーニングの選択に当たっては、上司が本人

の適性などに応じて、「このジョブが向いているの

ではないか」といったアドバイスも行う。また今

 「コンテストを通じて採用にゲーム的な要素を取り

入れるなど、さまざまな方法を駆使して、テクノロ

ジー分野のトップ人材を確保しようとしています」

　実際の採用プロセスは年に1～2回、入り口とな

るテストを実施しており、一定の水準をクリアし

た学生が面接に進める。テストは自宅や最寄りの

TCSの拠点などでも受けられ、インド全土から毎

年十数万人が受験するという。

　その後3回の面接があり、エンジニアに関して

は1次でコーディングなどのスキルや分析力をス

クリーニングする。2次はマネジメントが面接官と

なって、専門技術を習得しようという学びの姿勢、

ポテンシャルがあるかどうかなどを評価し、3次で

人事担当者がコミュニケーション能力や企業カル

チャーとの適合性を見て、採否を決める。

　ちなみにこの入り口のテストについては、内容

をより標準的なものとした「ナショナルクオリファ

イアテスト」を作って、インドの国内企業に広く

提供している。

 「TCSと同じ採用の仕組みをより多くの企業にも

広げることで、学生がオープンに挑戦できる場を

整備し、インド全体の採用活動を『民主化』しよ

うとしています」

全世界共通の育成システム
若手、中堅、中核の３段階

　TCSの育成の仕組みは非常に手厚い。

ELEVATEの全体像

学習
内容

出所：日本タタ・コンサルタンシー・サービシズ

目的

TCS社員としての土台形成のため
全世界で7割共通の科目を履修

Wings1（若手）

プロフェショナルエンジニアへの
変革を加速

共
通

テクノロジー

プロセス

ビジネススキル

アーティキュレーション
組
織
固
有

テクノロジー

業界知識

世界トップのビジネススクールとも
連携、働きながら研鑽を積む

成長と変革をリードできる
リーダーの確立

Wings3（中核）

実
践
研
修

リーダーコネクト

ストーリーテリング

CxOコーチング

メンタリング

実案件のケーススタディ

将来目指すロールとスペシャライ
ゼーションに応じた学習で専門特化

Wings2（中堅）

ミドル層をエンジニアから
スペシャリストへ転身

ロール

データ
サイエンス

……

スペシャライ
ゼーション

テクニカル
アーキテクト

ドメイン
コンサルタント

サプライ
チェーン
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のキャリアが自分に合っていないと感じた人につ

いては、キャリアチェンジの仕組みも設けられて

いる。

　ELEVATEの最終段階にあるのが、管理職ら

にリーダーシップやクイックラーニング、問題解

決能力などを習得させ、幹部人材へと育成するコー

スだ。このプログラムは海外のビジネススクール

とも連携し、働きながら受講する方式で行われる。

全世界の社員がオンライン上に集まり、4～6カ月

かけて実際の案件のケーススタディを研究すると

いった内容だ。

　幹部への昇進にはもちろん、ELEVATEだけで

なく各職場でプロジェクトをまとめた実績なども

求められる。特に近年は、リーダーが部下の理解

や共感を得る「ピープルスキル」が必要とされる

ようになるなかで、さまざまな部署を経験し、メ

ンバーの多様性を理解していることも重視してい

るという。

 「トレーニングにもメンタリングのプログラムを

導入し、若手の話をきちんと聴いてコーチングで

きるスキルを持った人材を育てようとしています」

手厚い育成が定着に効果
グローバルに通用する制度へ

　ELEVATEの特徴は、学びとキャリア、報酬を

リンクさせていることだ。受講後にアセスメント

で一定の評価を得ると、報酬面のインセンティブ

を受ける資格が生じ、さらに業務で成果を出すと

人事評価に反映されて、より高い報酬を得られる。

　また受講を通じて、特定領域のあらゆる技術を

習得したとされる「フルスタックディベロッパー」

に認定された開発者は、ハイタレント人材として

人事に把握され、よりチャンスの多い仕事にアサ

インされる可能性が高まる。それによってよりよ

いキャリアステップにつながることもある。

　ELEVATEの受講は本人の意思に任されてい

るが、キャリアステップや報酬に紐づけられてい

ることから、多くの社員が自発的に受講している

という。

　インドのIT人材は、転職を通じてより高い報酬

とキャリアを目指すケースも珍しくないが、TCS

の離職率は業界でも最低水準を維持しているとい

う。幹部クラスも生え抜きに近い人が多く、バン

ダリ氏自身も2007年、入門レベルの社員として入

社して現在のポジションへと昇進した。

 「学びのエコシステムが充実していることによっ

て、より多くの社員が『この職場でならキャリア

を高められる』という見通しを持てるようになり、

離職を抑える効果もあると思います」

　一方で、組織活性化には外部人材の視点も必要

との考えから、戦略的に社外のCxO経験者などを

リーダー候補として迎え入れるプログラムもある。

候補者には海外法人などで業務を経験してもらい、

企業風土を理解してもらうと同時に、リーダーと

して育成するという。

　インド最大のIT企業であるTCSは事業領域も

幅広いため、キャリアチェンジを希望する社員は

転職しなくとも、社内で新たな仕事を見つけやす

い。また海外にも多数の支社があり、グローバル

に活躍したいというニーズも満たすことができる。

こうしたキャリア形成上の優位性に加え、国内の

各都市に拠点を構えているため「実家の近くで働

きたい」といったワークライフバランス関連の要

望にも対応しやすい利点があるという。

　TCSの社員番号は全世界共通で、勤務す

る国にかかわらず入社順に割り振られている。

ELEVATEをはじめ、デジタルラーニングのシス

テムも全世界60万人を超える従業員すべてに提供

され「すべてのコンテンツを誰でもいつでもどこ

からでも、どんなデバイスでも受講できる」よう

になっている。こうした取り組みの根底には、「イ

ンドの企業」であると同時に「グローバル企業」

だという強い自負がある。

 「当社は各業界の世界トップ10企業と取引してお

り、インド本国だけで通用する仕組みでは、世界

中にいる顧客の課題に十分な解決策を提供できま

せん。人事制度や人材開発のシステムも、グロー

バルでなければいけないのです」
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チェンナイやプネなどに広大な“キャンパス”を持つ。働き
ながら受けられるトレーニングも充実している。
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　同社では新卒採用をメインとし、機械系・電気

系・土木系・コンピュータサイエンス系に加え、

関連する化学分野の学生を中心にキャンパスリク

ルーティングを行っている。選考は、技術分野の

筆記試験、適性試験、英語試験と、人事部と機能・

部門のエキスパートによる面接だ。「各分野への

深い知識、それを応用する力、意欲や学習能力、

リーダーシップ、組織文化への適合性などが評価

基準です。合格した人は1年間のインターンとし

ての研修期間を経て、基準を満たした人が本採用

となります」（カウール氏）

　1年のインターンシッププログラムは、ゴドレ

ジ全体の事業や技術を理解するための導入のワー

クショップから始まる。その後、安全・製造・設計・

品質などの技術・機能の理解を深めるテクニカル

ファンクションプログラム、コミュニケーション

スキル、チームビルディング、行動規範やビジネ

ス倫理などを理解する行動プログラムが続く。「こ

れらはゴドレジでの働き方を理解するための準備

であり、オーナーシップ、責任感、誇りを持って

ゴドレジを代表して働くという意識を醸成するも

のです」（カウール氏）

　その後は機能・部門ごとにトレーニングを受け

る。たとえば営業やサービス部門では交渉スキル

や財務、顧客視点での税金の考え方、品質部門で

はゴドレジの包括的な品質改善システムなど、機

能や部門が持つ優先課題に貢献するための知識や

スキルを獲得することを目指す。

　研修の最後は、実際に機能や部門が作成したオ

リエンテーションプログラムをもとに職場で働く。

　2000年代以降、IoT、インダストリー4.0、ロ

ボティクスとオートメーション、AIなどの新しい

技術が製造現場を大きく変えた。人事の視点から

見れば、IT革命によってIT業界との人材獲得競

争を余儀なくされた。この只中で、ゴドレジの人

事制度や人事プロセスは「20年以上にわたって、

変革の努力を重ねてきた」と、CHROのハルプ

リート・カウール氏は話す。

 「VUCAという言葉が一般的になる以前から、私

たちは不確実で変化の速い時代を予見していまし

た。そうした時代に、我々の会社はどんなエンジ

ニアやリーダーが必要か、どのように育成し活躍

を支援していくのか、また先端テクノロジーを経

営に生かせるリーダーをどう採用、育成するのか

を検討し始めました。私たちはタレントに求めら

れる要件を継続的に見直し、不十分な点を改めて

きましたが、今も育成を強化し続けています」

新卒後1年のインターンを経て
要件を満たした人材を正規雇用に

　変革を経て、採用や育成のプロセスの現在地は

どのようになっているのか。

ゴドレジ・グループは、創業1897年のインドの老舗財閥企業だ。
鍵や石鹸の製造で成功を収め、現在では日用品や家電、工業製品、小売りや建設まで手掛ける。
変化の激しい市場のなかで、人事制度はどのように進化してきたのか。

技術の進化や環境変化に適応するため
20年以上にわたり人事変革を重ねる

ゴドレジ・グループ

Text＝入倉由理子　Photo＝浜田敬子

Indian Companies

ビジョン、ミッション、価値観を追求していくため
に、現在、ゴドレジはリブランドに取り組んでいる。
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最初は上司のもとで小さな仕事から始める。取引

先や顧客が参加するミーティングに出席し、限定

された範囲のタスクを任されるなど、まさにOJT

の期間となる。ここで1年間のプログラムが終了

する。

 「終了時に、全体的なパフォーマンス、リーダー

シップや行動を評価し、正規雇用への推薦に進み

ます」（カウール氏）

優秀なエンジニアだけでは不十分
経営リーダー育成に力を注ぐ

　時代の変化に合わせて、改善してきたことも

多い。

　若者の意識の変化は、インドでも顕著だ。「私

たちの世代のように、1つの企業で長く働きたい

という若手は減り、彼らは自分のやりたいことを

希求し続けるため、やりたいと思ってもらえる仕

事を提供し続けなければ去っていってしまいま

す」と、ストレージ・ソリューション事業部長の

ヴィカス・チョウダハ氏は話す。

　彼らのニーズに応えるため、戦略的に重要な課

題やプロジェクトに取り組む機会を早期に与え、

責任を持たせている。また、1年に1度、手厚いパ

フォーマンス評価を実施する。「これはマネジャー

とメンバーの対話の場を提供するもので、メン

バーは自身のキャリア展望を話し、マネジャーは

メンバーのスキルや能力を高め、パフォーマンス

を強化するための能力開発についてフィードバッ

クします。人事は研修プログラムやワークショッ

プ、eラーニングのモジュールの提供を通じて、

改善が必要な分野に取り組む支援をする役割を果

たしています」（カウール氏）

　テクノロジーの進化に向き合うための採用に

力を入れる一方で、「ビジネスの複雑性の高まり

とともに、合理的・論理的にテクノロジーを活用

するだけでは事足りなくなっている」（チョウダ

ハ氏）という。「IQに加えて高いEQを備えた真

のリーダーシップへの移行が必要だと感じていま

す」（チョウダハ氏）

　リーダーシップ開発の施策の1つが、人材のパ

イプラインへの積極的な投資だ。技術やマネジメ

ントに関するさらなる教育プログラムを自社で主

催し、知識の習得とスキルの獲得ができるように

促している。

 「プログラムは1年から3年という長期に及ぶも

のもあります。また、大学院など外部のコースで

フルタイムで学ぶことを希望する従業員が、その

ために退職するのであれば、私たちはその人が

コースを修了したのちに職場に復帰するように常

に勧めています」（カウール氏）

　高い成果を出せる人材を育むため、やりがいの

ある複雑なビジネスに触れて仕事の幅を広げる機

会を提供している。それらを含め、より高い職責

を担い、昇進していく計画的なキャリア開発に努

める。このようにして組織のリーダーの人材パイ

プラインを作っていくことは、内部から組織力を

高めることにつながっているのだ。

　同時に、人材パイプラインの構築は、事業の生

産性を向上させ、従業員のモチベーションや定着

率を高めることにも寄与している。

 「優秀なタレントは報酬の多寡だけで意思決定を

するわけではありません。成長、特に階層的に上

がっていくことによって強く駆動されます。私た

ちは成長のための機会を十分に与え、しっかりと

した人事制度や人事プロセスのなかで優秀な人材

が経営トップに就ける可能性を高めています。こ

れは入社希望者や従業員にとって重要な魅力の1

つだと考えています」（チョウダハ氏）

エグゼクティブ・バイス・プレジデント
兼 CHRO

ハルプリート・カウール氏

エグゼクティブ・バイス・プレジデント
兼 ストレージ・ソリューション事業部長

ヴィカス・チョウダハ氏
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えることが必要になっているからです」

概念的学習と実践的学習の両輪
産業界との強力なつながりで支える

　IIMでは、優れた経営の意思決定者を育てるこ

とを目的に、カリキュラムが作られている。

　2年間のカリキュラムの場合、まずは戦略、マー

ケティング、ファイナンス、マネジメント、HR、

意思決定学などの基本科目を学ぶ。意思決定学は

確率統計や最適化の知識・手法を身につけるもの

で、大学で養ってきた分析スキルに磨きをかけて

いく。資本主義の役割を知り、企業の社会的役割、

ステークホルダーに対する企業の責任、企業倫理

など、経営者として求められるビジネスや社会の

理解を深める授業もある。

　これらを踏まえ、人々を動機づけ高い生産性を

引き出し、カルチャーの違いを乗り越えて組織の

成果を最大化していくリーダーシップも学ぶ。

 「特徴は、すべて概念的学習と実践的学習を組み

合わせていること。ケーススタディやシミュレー

ションを使用し、企業と協働してのプロジェクト

やインターンシップもあります。理論や原則を学

び、実際のビジネスの文脈で応用する機会を提供

しています」

　企業が果たす役割は大きい。プロジェクトの協

働先やインターンシップ先をどう探しているのか

と問うと、「IIMとの連携は新しい知を取り込む

重要な機会と捉える企業が多く、それほど苦労し

ない」（クリシュナン氏）という。実際、IIMには

企業向けのエグゼクティブトレーニングプログラ

ムがあり、毎年トップ企業から5000人の次世代

　IIMには、2年間フルタイムの経営学修士課程、

1年間のエグゼクティブMBAプログラム、定時

制の経営学修士課程、経営学短期研修課程があり、

1学年は約600人。毎年、合格率0.3％という熾烈

な競争を勝ち抜いて入学してくる。 

 「ベンガルール校の学生は、経営学を学ぶ大学院

にもかかわらず、約8割が理系出身です」と、ク

リシュナン氏は説明する。

　理系人材が多い理由の1つには親の意向が大き

い。中流家庭の親は非常に教育熱心で、多くの親

はエンジニアか医師になることを勧めるため、医

学かコンピュータサイエンスの学位を望むとい

う。トップ大学を目指して4、5年かけて受験準備

をし、多くが医学、機械工学、電気工学、コンピュー

タサイエンスなど理系コースに進む。そもそもイ

ンドに理系人材が多いのはこうした背景もある。

　もう1つは、キャリア形成のために、理系人材

が経営学を学ぶことの重要性が認識されているか

らだ。理系を修めた学生の多くは、数年間IT企

業や製造業で働く。その後、より高額な報酬が約

束されたトップ企業への転職を目指し、MBAを

取得したいと考える。「エンジニアがより高収入

を望むならば、マネジャーや経営リーダーの道に

進むことが良策だと皆、知っているのです」

　こうしたキャリアパスは、「現代的な経営人材

育成として理にかなっている」とクリシュナン氏

は考える。「今や、どんな業種であってもテクノ

ロジーやデジタルの知識や活用方法を知らずに経

営の意思決定はできません。経営リーダーには理

系教育で養った優れた分析能力・数学能力と、リー

ダーシップやコミュニケーション能力の両面を備

インド経営大学院（以下、IIM）は、インド全土に21の分校を持ち、
MBAを取得できる修士課程を中心に経営リーダー育成に取り組む経営大学院のトップ校だ。
集まる学生とは、カリキュラムとは、そして修了生たちのキャリアパスとは。
IIMベンガルール校校長のリシケシャ・クリシュナン氏に聞く。

理系教育で養った分析能力をベースに
リーダーシップをも備えた人材を育てる

インド経営大学院（IIM）

Text＝入倉由理子　Photo＝浜田敬子

Education in India
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リーダーたちが学びにやってくる。「企業との良

好なネットワークを形成しています。これは、ベ

ンガルールが強力なビジネスハブであることも影

響していると思います」

　教授陣も、概念的学習と実践的学習の両輪を

うまく回すために重要な役割を担っている。110

人の正規教員のほかに60人の非常勤講師がいる。

正規教員については優れた研究業績、優れた国内

外の教育機関でPh.D.を持つ人々だ。「一方、非

常勤の教授には、基本的に産業界で働いた経験を

求めます。学術的なバックグラウンドと産業界で

の知見・経験の両方が学べる体制を整えています」

グローバル企業での経験を
インド社会・企業の発展に生かす

　では、修了後の学生たちはどのような道を歩ん

でいるのか。実際に企業の経営リーダーになって

いく人はいるのか。

　就職先として最も学生に好まれるのは、外資系

のマネジメントコンサルティング会社、続いて銀

行、プライベートエクイティファーム、投資銀行

など金融業界だという。グローバル経験を積みた

いと考える学生も多い。「海外で働く機会を直接

得られる機会はリーマンショック以降減少してい

ます。ただ、現在はインドに多くのグローバル企

業がGCC（グローバル・ケイパビリティ・セン

ター）を設置しており、そこで働くことがグロー

バル経験の代替となっています」

　グローバル企業のGCCは、エンジニアリング

業務や研究開発、バックオフィスのサポート業

務などを担うが、今やインドのなかで大きなセク

ターにまで成長した。「インドの優秀な人材を獲

得する戦略的手段として位置付けている企業も少

なくありません。経験を積んだ人材が海外で働く

切符を手に入れることもあります」

　近年の変化は、インド社会やインド企業に貢献

したいと考える修了生が増えてきたことだ。

　タタ・グループのようなインドの大手企業では、

リーダーシップアクセラレーションプログラムを

持っている。「IIMの修了生など優秀な人材に早

い段階で大きな責任を与え、経営リーダーになっ

ていく道を提供しています」

　一度グローバル企業やGCCで働き、その経験を

生かしてインドのIT系スタートアップに転職する

人や、自ら起業する人も出てきている。「マルチス

ズキのインドと日本で経験を積んだ人が、MBA取

得後にインドのIT企業に転職し、日本法人の経営

リーダーとして尽力しました。現在はそのインド企

業の中国法人で、東アジア全体のビジネスをリー

ドしています。インド企業を大きく成長させた好例

です」

　また、インドに張り巡らされた決済プラット

フォームなどデジタル公共インフラの構築に携

わった人々は、グローバル企業やGCCで働いて

いた人も多いという。

　インド人の経営リーダーは、グローバル企業で

数々の変化を起こしてきた。インドで働く選択を

する人材が増えた今、大学や大学院で学んだ知

識とグローバル企業で働いた経験を生かし、経営

リーダーとしてインドに変化をもたらしていくか

もしれない。

広大なキャンパスには、学生向け
の寮や教授向け住宅、食堂やカ
フェ、小売店などもある。試験前
には図書館が24時間オープンし、
勉強に励む環境が整っている。

IIMベンガルール校校長

リシケシャ・クリシュナン氏
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教育の機会にすら恵まれない子どもたちのほうが

圧倒的に多かった。「急速に発展した国の歴史を

見ると、その基礎に教育投資があることに気づき、

学校を作ろう、というアイデアにつながっていき

ました」

　当初、ラーガワン氏は小説『失われた地平線』

（ジェームズ・ヒルトン）に影響を受け、そこに描

かれる「シャングリラ」のような美しい場所で学

校を作りたいと考えた。しかし、それでは一部の

子どもにしか影響を与えることができない。イン

ド全体にインパクトを与えるには、子どもたちに

知の橋渡しをする教師を育成すること、学びの環

境を広く作ることが重要だと考えた。これがイノ

ベーションの種となった。

　まず公立学校の教師に、各学年に適した教材

やツールを提供するトレーニングプログラムを実

施。それ以降、約30万人の教師を育成した。

　続く2000年にベンガルール近郊に土地を購入

し、巨大な教育施設キャンパス・クリエイティビ

ティ・ラボを建設した。教育の軸である好奇心や

創造性を促進するために、STEM教育やアート、

エコロジー、デザイン思考などを学べる施設だ。

　インドは国土が巨大なため地域格差が大きく、

いまだ貧困層も存在する。アガスティアは、約2

億5000万人いる子どもたちの多くが優良な教育

にアクセスできる環境にないという社会課題に向

き合ってきた。

 「ミッションは、体験型学習を通じて、子どもや

教師の『好奇心を刺激する（Aah!）』『創造性を育

む（Aha!）』『自信と思いやりを植え付ける（Ha-

Ha!）』ことです」と、創設者兼会長のラムジ・ラー

ガワン氏は言う。1999年の設立以来、このミッ

ションに基づいた数々の教育イノベーションに

よって、アガスティアの支援を受けた子どもは約

2500万人に上る。どのようにしてこのような大

規模な支援を実現したのだろうか。

1つの学校ではインパクトがない
スケールを重視した方針に転換

　アガスティア創設前、ラーガワン氏はグローバ

ルに展開する銀行に勤務していた。「上司への毎

日の報告、締め切りに追われることに飽き飽きし

ていました。私は何がやりたいのか、何ができる

のかを模索する日々で

した」

　一方で社会への疑

問も感じていた。ラー

ガワン氏自身は裕福な

家庭に育ち、イギリス

留学など良質な教育の

恩恵を受けてきたが、

当時のインドでは初等

Text＝入倉由理子　Photo＝浜田敬子（31P下）、アガスティア提供（30P、31P上）

インドの教育課題を解決しようとする非営利団体がある。
創設以降、インドの主に貧困層の子どもの教育を支援してきた
アガスティア・インターナショナル財団（以下、アガスティア）だ。
その理念と活動とは。

すべての子どもたちに良質な教育を
2500万人に届ける教育イノベーション

アガスティア・
インターナショナル財団 Education in India

キャンパス・クリエイティビティ・ラボは、
科学センター、芸術センター、天文学セン
ター、イノベーションハブ、サイエンスモデ
ルセンター、野外生態学研究所などを擁する。

STEM教育に欠かせない実験施設を詰め込んだモ
バイル・サイエンス・ラボは200台近くある。
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　同時により多くの子どもにキャンパス・クリエ

イティビティ・ラボでの学びのエッセンスを届け

るべく、2002年からはバンに実験施設などを積

み込んで移動し、どこででも教室を開けるモバイ

ル・サイエンス・ラボを実施。2005年には地域拠

点としてサテライトサイエンスセンターを設立す

るなどして、インド24州に広がる教育プラット

フォームを形成している。2032年までに、全国

で1億人の子どもに届けることを目指している。

　アガスティアの教育のベースは、知を育む土壌

を作ることだ。「人は木と同じで、雨のように知

識を注いでも成長するには豊かな土壌が必要で

す。私たちは、子どもたちのなかに有機物やミネ

ラルを育もうとしています。それが好奇心、創造

性、自信と思いやりなのです」

　この数十年でインドの公教育は、学校インフラ

や交通が改善された一方で、教育の方法には「改

善すべき点が多い」とラーガワン氏は言う。「社

会課題が解決できていないのは、答えを教え、覚

えさせる教育に問題があるからです」

　すべての物事には因果関係がある。「水がない」

という結果に、雨が少ない、山の木を切り倒した

ことで土が水を蓄えることができないなどの原因

がある。課題の解決につながる能力の1つは、真

の原因を探究する力だ。原因を特定したら、解決

策の道筋を立て、実践していく能力が求められる。

「それが科学的思考に大きく関わる能力です」

　アガスティアの教育で、特にSTEMやデザイ

ン思考に重きを置くのはこれらの力を養うためだ。

「インドの教育のほとんどは今でも講義やディス

カッションで進められ、実験や体験に基づくハン

ズオンの学習がない。ですから私たちはモバイル

という形で、実験施設を各校に届けているのです」

　カルナータカ州、アンドラプラデーシュ州、ウッ

タラーカンド州、ハリヤーナ州とは契約を結び、

各州政府が求める教育課題の解決にともに取り組

む。サポーターにはネスレやサムスン、アドビ、

ソニーなど、世界の多くの有名企業が名を連ねる。

「彼らは私たちが提供する教育の方法と成果に関

するデータに関心を寄せています」

　能力を数値化するのは簡単ではないが、アガス

ティアでは子どもの知識、好奇心、課題解決能力

の授業前後での変化を測定することでデータを取

り、それを企業と共有している。州政府や企業は、

重要なパートナーでもある。「世界中の人々、企

業をアガスティアに招

き、異なる視点やアイ

デアを持つ人々に対し

てオープンであろうと

しています」

多くが大学に進学
親とは異なる多様な職業に就く

　アガスティアで学んだ子どもたちの「その後」

を聞いてみた。「キャンパスで学んだ子どもたち

の親のほとんどは、大学に行ったことがなく、農

業や街での物売りなど、仕事の機会が限定されて

いました。ところが子どもたちは、人事、法人営業、

エンジニア、薬剤師、公務員、看護師、公認会計士、

ソフトウエア開発者、データアナリスト、ジャー

ナリスト、起業家、教授など、多様な職業に就い

ている。「大学進学率は私たちの重要指標ではあ

りませんが、インド全体では25～30％なのに対

し、親は貧しいにもかかわらず、キャンパスに通

う子たちの60％以上が大学に進学しています。コ

ロナ禍以前は実に98％に上りました」

　インドにはインド工科大学（IIT）をはじめ、激

しい競争を勝ち抜いた優れた分析力を持ってい

る学生たちがいて、「それがインドの強みの1つ」

（ラーガワン氏）だ。「しかし、彼らの多くがアメ

リカの大学院に行ったまま戻らなかったり、コン

サルティング会社や金融業などに高収入である

ことを基準に就職したりすることを残念に思いま

す。研究を続ければノーベル賞を取るような科学

者になれる可能性があるのに」

　アガスティアで学んだ人の大多数はインドに貢

献しているという。「最も貧しい階層の出身です

から、海外に出ていくパスを持ち合わせていませ

ん。それでも学ぶ環境があれば人は成長します。

私たちはインド全土で人々が成長できる機会を作

り出すことに、大きなやりがいを感じています」

アガスティア・インターナショナル財団
創設者兼会長

ラムジ・ラーガワン氏
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毎日数百人の生徒が近隣のエリアか
らアガスティアが運行するスクール
バスで通学し、体験型で学ぶ。

教師の訓練はキャンパスや
オンラインで行われ、教師
たちは新たな知識を自身の
教室に持ち帰っている。



32 Works No.188 Feb-Mar 2025

インドでの存在感を示すために日本企業はどうあるべきか。
インドで展開する日本企業と教育の専門家に聞く。

日本の企業・教育は
どう向き合う

ジャイル”を常に実践している」と表現する。「た

とえばシステムにバグが出たとき、日本では問題

を検討して上司に伝え承認されて初めて修正に入

ります。インド人は関係者の空いている時間に15

分程度の会議をすぐに入れて、その場で問題を特

定し、修正する。こんな場面は日常です」

　他社の話を聞くと、エンジニア不足が課題だっ

た。「優秀なインド人とのマッチングに価値があ

ると考えたことが、起業のきっかけでした」

　2019年に日本で、その後コロナ禍中にインド

法人を立ち上げた。

会いたい人に会えない
ミスマッチという日本企業の課題

　優秀なインド人、特にエンジニアを採用したく

ても、インドで知名度の低い日本企業にとっては

不利な状況だ。

　IITの場合、採用活動は4年生の12月にスター

トする。Day1から、大学が差配して学生と企業

の面談がセットされるが、1時間程度の面談で企

業は採否を決めなければならない。学生側は内定

を受諾した後に他社は受けられないルールだ。

　GoogleやMicrosoftなどビッグテックと呼ば

れる企業ほど早い日程から面談がセットされ、日

本企業はどうしても後半になってしまう。当然、

学生と早く面談ができる企業のほうが有利だ。あ

る日本のベンチャー企業がDay6で面談を行うと、

　同社は日本企業を対象にインドのエンジニア人

材の採用支援、インド工科大学（IIT）などトップ

大学生のインターン支援、GCC（グローバル・ケ

イパビリティ・センター）の構築支援を行ってい

る。2021年の創業以降、日本の顧客はベンチャー

から大手まで150社以上、インド国内のトップエ

ンジニアが1万人以上登録するまでに成長した。

　西山氏とインドの関わりは、前職のデロイト

トーマツに始まる。アジア統括としてのシンガ

ポール駐在時代、仕事で何度もインドに通った。

2015年頃にはインドのAIやIoTなどのスタート

アップを日本に呼び、日本企業との事業提携を支

援していた。「日本側は大手製造業が中心で、イ

ンド市場への進出と人材獲得が目的でしたが、数

が少なかった。既にインドの時代が到来して他国

の企業はインドとの関わりを深めており、焦りを

感じていました」と、西山氏は振り返る。

　まずはデロイトの自身のチームに、米経営大学

院卒の20代の女性をインターンで採用した。「彼

女は何事にも積極的に取り組み、その視点も多様

でスピード感がありました」

　当初、インド人のインターンに対して懐疑的

だった周囲の人々も、1カ月も経つと「ぜひ彼女

に入社してもらいたい」と言うようになった。

　インド人の強みについて、限られたリソースの

なかでできる方法を発見していく「ジュガール」

というインドが持つ哲学に加え、西山氏は「“ア

Text＝入倉由理子　Photo＝Tech Japan提供
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日本企業とインドのITエンジニアの架け橋として設立されたTalendyを運営するTech Japan。
代表取締役の西山直隆氏に、なぜインド人材を日本企業に送ろうとするのか、
日本企業はインド人材とどう向き合うべきかを聞いた。

安心して働ける、家族的……
魅力を伝えれば日本企業に勝ち目はある

Tech Japan Japanese Companies in India
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リストに挙げていた学生はすべて内定済みだった

という。

　企業側は面談前に履歴書を見て、必要であれば

試験を行い、会いたい学生を絞り込むが、この事

前スクリーニングも日本企業のハードルの1つだ。

IITは23校あり、学生のレジュメのフォーマット

もバラバラ。学部とレベルを絞るだけで精一杯だ。

 「会いたい人に会えていない。また、1時間の面

接で採否を決めなければならないので、ミスマッ

チが起こりがちです。そのため採用しても1年程

度で辞めてしまい、IITの学生はすぐに辞めると

いう噂が立つ。こうした悪循環を断ち切るために

もっと戦略的に人材を採用できる仕組みが必要

で、ワンストップのプラットフォームがあったら

いい、と考えました」

インターンシップで先手を打つ
職場の魅力も伝える相互理解の場

　西山氏が考案したのは、キャンパスリクルー

ティングよりも早い時期にインターンシップで日

本に学生を送り込むことだ。

　エンジニアとしてのレベルがわかるプラット

フォームTalendyを活用すると、企業は事前に

会いたい人を選択できる。5～7月は学生にとっ

ては夏休みで、学生がフルタイムで仕事に取り組

み、自社に適した人材であれば内々定を出す。そ

の人材はそこでブロックされる。

 「日本企業はインドでまだまだ知られておらず、

どんな技術を持ち、どんな社会課題を解決しよう

としているのか、入社後どんなキャリア、成長可

能性があるかを伝える必要があります。インター

ンシップは重要な相互理解の場ともなります。そ

して実際来日して働くと、日本を好きになってく

れる学生も多いのです」

　GAFAなどビッグテックに就職したいという

学生は多い。しかし、新規就労ビザが大卒では

取れなくなってきたのに加え、トランプ政権にな

るとさらにビザの取得が不透明になる。名門大学

院に進学するか、GAFAのインドオフィスで働

くなどして米本社で働く機会を得るしか道がなく

なった。レイオフが多いことも広く知られ、「もっ

と安心して働きたいという人も多く、日本企業の

チャンスも増えていると思います」。

　そのためにも日本企業は職場環境などの魅力を

もっと伝える必要があるという。たとえば報酬。

「シリコンバレーで1000万円もらうのと、日本で

500万円もらうのとでは可処分所得は同じ、とい

う話をします。家賃や食費の安さ、食事のベジタ

リアン対応などもあまり知られていません」

　変えるべきこともある。代表的なのは仕事の任

せ方だ。「年功的に長期間で育成する企業と、ジョ

ブ型の企業や戦略的にどんどん仕事を与える企業

とでは、後者のほうが結果的にうまくいきます」

　昇給も課題だ。IIT卒業生のインドでの初任給

は平均250万円程度だが、若手人材の昇給率は高

く、毎年15～20％程度。5年程度で日本企業に追

いつくという。

　西山氏も社長として努力している。同社の正社

員は20人、業務委託も合わせて40人程度。社員

を採用するときには、インド全土に散らばる実家

まで出向き親に会社のビジョンや仕事内容、本人

のキャリアパスや成長の可能性などを説明してい

る。そのために今、西山氏はヒンドゥー語も勉強

中だという。「幼い頃の写真を見たり、家や育っ

た部屋を見て、家族に会うことで、真剣に活躍さ

せないといけないという気持ちになってきます。

家族を非常に大事にするインドの人々の信頼を獲

得するためにも大切なことだと思っています」

Tech Japan 
代表取締役

西山直隆氏

全大学の応募者を一
元管理、統一フォー
マットによる比較、
インターン情報の全
大学へのPRなど、選
考プロセスをデジタ
ル化。独自のマッチン
グアルゴリズムで最
適人材を選択できる。
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出所：Tech Japan
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楽天主義は事業を通じて実現しようとする「大義

名分」「品性高潔」「信念不抜」など5つの価値観

を示す「ブランドコンセプト」と、それへの共感

度を強め実現度を高めるための5つの「成功のコ

ンセプト」から成る。「常に改善、常に前進」「仮

説→実行→検証→仕組化」「スピード‼ スピード

‼ スピード‼ 」などは、採用や能力開発、リーダー

シップ開発の戦略の基盤だ。

 「社員はECや旅行、フィンテックなど多岐にわ

たる事業に携わる可能性があるため、1つの事業

への思い入れだけでなく、最新の技術を活用して

社会に貢献したいという高いエネルギーと情熱を

持った人を採用し、育てたいと考えているのです」

採用や人材開発のベースは
「楽天主義」へのカルチャーフィット

　同社の採用はリファラルとキャンパスリクルー

ティング、インターンシップの3本柱だが、な

かでもリファラルを重んじている。「カルチャー

フィットを重視するため、社員が紹介してくれる

人材は非常に高い確率で適合します」

　キャンパスリクルーティングでは、カルナータ

カ州、特に州都ベンガルールのトップクラスの大

学と多くのプロジェクトを通じて連携している。

その1つが楽天主催のハッカソン「ラッカソン」で、

学生たちの興味をひきつけることに寄与している。

トップ大学を招待し、参加のために、夜間に6、7

時間もかけて移動してくる学生もいる。「大学との

連携を作る場であるのと同時に、お互いを理解す

る場として機能しています」

　インターンシッププログラムには、インド工科

　Rakuten Indiaは2016年に約100人という小

規模で設立された。当初は日本のビジネスのオペ

レーションや小規模なプロジェクトの支援に限定

されていたが、現在ではグローバルの楽天全体の

プロダクト開発と技術のイノベーションセンター

として、1600人規模にまで成長した。

　従業員のメインはエンジニアだ。「データサイ

エンティスト、データアナリスト、クラウドエンジ

ニア、AI、製品開発など多様なタレントポートフォ

リオを持っています」とマヌール氏は説明する。

　採用において重視するのは、「スキルと同時に

楽天のグローバルなエコシステムで働きたいと考

えるかどうか」だ。楽天のオフィスのいたるとこ

ろに「楽天主義」が掲げられ、インドも含め海外

拠点でも「主義」（SHUGI）として定着している。

ITエンジニアの獲得競争が熾烈なインド・ベンガルールにあって、
楽天のインド法人Rakuten Indiaの存在感は際立っている。
日本企業のグローバル事業としてインドの人材市場にどう向き合っているのか、
Head of HRのアビジット・マヌール氏に聞く。

 「主義」の浸透と成長支援で
熾烈なインドの人材獲得競争を生き抜く

Rakuten India

Text＝入倉由理子　Photo＝浜田敬子（35P下）、Rakuten India提供（34P、35P上）

Japanese Companies in India

世界を結ぶことができる会議室。楽天創業以来28年間、毎週欠かさず日本時
間の朝8時から実施されてきたASAKAI（朝会）は、インドでは4時間半後に
配信される。
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大学（IIT）などトップ校の学生も多く参加する。

約6カ月間、それぞれの学生のバックグラウンド

やスキルに応じて適切なプロジェクトに配置し、

学生にとっては初期トレーニングの重要な機会と

なっている。インターンシップ後、約7割が採用

される。

 「私たちのインターンシップの特徴は、ダミーでは

なく実際の仕事に取り組むことです。学生は、入

社後の仕事をイメージでき、それぞれメンターの

もとでチームとともに働くことで、自身が楽天の

カルチャーに合うかどうかを試すことができます」

　加えて、地方での特別なトレーニングプログラ

ムも実施している。目的は「社会への恩返しとし

て、人々をエンパワーすること」だというが、隠

れた才能の発見にもつながっている。「参加者の

なかには英語を話すのが得意ではない人もいます

が、英語で製品や働き方を教えるトレーニングプ

ログラムを実施し、成長を支援します」

　人材開発でもカルチャーフィットを重視する。

入社後は「楽天主義」のトレーニングから始まる。

18人の楽天主義認定トレーナーによる、3時間の

ワークショップで学ぶ。日常で楽天主義を実践す

るために「バディ」システムを取り、仕事だけで

なく職場でのすべてをサポートしている。

　同社が特に大切にしていることは、「Shugi」（楽

天主義）、「Shikumika」（結果を仕事に埋め込む

こと）、「Asakai」（グローバルで週1回開催され

る全社朝会）をあえて日本語のままグローバルの

共通言語として使用し、浸透させることだ。

　人事も支援を惜しまない。「私たちは自身をピー

プルパートナーと考えています。入社直後から毎

月入社者と面談するなどうまく馴染むように努め

ます。Rakuten IndiaのCEOも入社者と会う時

間を大切にするなど、オンボーディングは重要事

項なのです」

成長を促す継続的な変化
継続的な学習を提供

　人材の流動性が高いインドにおいて、社員をひ

きつけ続ける秘訣を聞いた。

　1つは、学びの環境の提供だ。「私たちは常に新

しい知識やスキルを学ぶ意欲を持つ人材を採用し

ており、だからこそその意欲を満足させる必要が

あります」

　楽天には40を超える事業があり、領域を移るた

びに新しい知識やスキルが要求される。Rakuten  

Indiaには必要になったときにいつでも学習でき

る独自のプラットフォームだけでなく、本人の希

望で領域や職種を超えて異動できる制度もある。

18カ月ごとに全社員に自身の次のキャリアを選択

するオプションを提示しているのだ。「楽天はグ

ローバルに展開しているため、日本や他国で働く

チャンスも得られます。異動は権利であり、上司

が止めることはできません。毎年多くの従業員が

この異動を利用し、自身のさらなる成長に役立て

ています」

　経営リーダーへの道も提示している。入社後5、

6年で全社員に、専門家としての道を進みたいの

か、経営リーダーになっていきたいのか、キャリア

パスの選択肢を提示する。経営の方向に進む覚悟を

持つ人に対しては、マネジャーの役割と責任、リー

ダーシップの考え方、戦略的思考などを学ぶ高度な

トレーニングやメンタリングの機会、権限を持って

インターンやアルムナイを管理する機会などをマ

ネジャーの一歩手前で提供する。「経営リーダーに

は、複雑性の高い市場での革新と、解決策を提示

し異文化を超えて協業するマインドセットを常に

期待しています。できるだけ早い段階からリーダー

としての経験を積むことが重要だと考えています」

　成長意欲の高い人材を集め、成長を促す変化、

継続的な学習を提供することが、インドにおいて

楽天が成長するエンジンとなっている。

Rakuten India
Head of HR

アビジット・マヌール氏

子どものいる社員は、ベビーデイケア施設にあるモニターを
ウォッチしながら仕事ができる。
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　１つは中途採用の強化だ。サービスエンジニア

は顧客との重要な接点であり、技術を理解して活

躍できるようになるには数年かかる。「技術が身

についた頃に辞められたら教育投資の甲斐があり

ません。既に技術を持った人材に即戦力として活

躍してもらうことも重要です」とエグゼクティブ・

ヴァイス・プレジデントの今井秀久氏は説明する。

　新卒入社者にはトレーニングの短期化も試み

る。「日本では初期トレーニングに半年かけます

が、インドでは1カ月で商品の理解をした後、す

ぐに配属先でのOJTに移り、短期間で一定のスキ

ルを身につけられるようにしています」（セス氏）

　また、優秀な人材にとどまってもらうために、

日本本社やアジアパシフィック地域での研修の機

会を提供している。「研修を受けた社員のエンゲー

ジメントは確実に上がりますし、それを見たほか

の社員にも『いつかは自分も行きたい』と波及し

ます。本社の高い技術力を学ぶことによる技術力

の向上と、二重の効果があります」（今井氏）

　インド人がキャリアのラダーを上っていくこと

もできる。「経営マインド、論理的思考力、バラ

ンス感覚などの基準に照らし、経営リーダーと

して期待する人材は人材育成委員会で議論して、

ローテーションで経験を積んでもらいます。長く

働き、会社とともに成長したいと考える人材をい

かに作れるかがカギになります」（セス氏）

　2000年、AMADA（INDIA）はアマダの販売・

サービス拠点として設立された。ベンガルールに

本社とテクニカルセンター、職業訓練センターを

置き、チェンナイ、ハイデラバード、ムンバイな

どに営業とサービスエンジニアを配置している。

約150人の社員のうち、管理部門などの3人の日

本人を除けば全員がインド人だ。「営業・サービス

を中心に、大学や専門学校で電子工学、機械工学

を専攻し、専門知識を持つ人材を採用します」と、

同社社長のニラジ・セス氏は話す。

　新卒採用はキャンパスリクルーティングが中心

で、卒業予定者を事前にレジュメなどでスクリー

ニングし、その後、数回面接するという流れだ。

日本企業の知名度はインドでそれほど高くないが、

「学生が知っているのは、Google、ソニーなど超

有名企業のみ。日本企業だけが不利なわけではな

い」（セス氏）。まずは、同社がインドでどのよう

な技術を使い、どんな貢献をする会社なのか学生

たちの理解を促すよう選考時に努めるという。

　近年、同社が力を入れているのはインターン

シップによる選考だ。約6カ月間のトレーニング

期間に、知識レベルや意欲などを判断する。

 「就職活動時、学生のほとんどは自分のやりたい

ことに意識的ではありません。仕事が自分にとっ

て面白いかどうかを試し、AMADA（INDIA）で

成長したい、エンジニアとしてキャリアを続けた

いという人を採用したいと考えています」（セス氏）

　しかし、意欲的で優秀な人材を採用するほど、

若手人材の早期離職という課題が生じる。ITの中

心地ベンガルールではIT企業の人気が高く、製造

業から移っていく人も多い。報酬の水準も製造業

は比較的低く、日本に合わせたゆっくりとした昇

給も人材の確保にはマイナスに働く。これに対し

て、AMADA（INDIA）は対策を講じている。

コンサルティング業界やIT業界と比較すると、製造業での人材獲得競争はより厳しいといわれる。
金属加工機械メーカーのアマダのインド法人AMADA（INDIA）の、
採用や育成に関する課題と対策を聞いた。

顧客との重要な接点となる人材を採用・育成
早期離職を防ぐことが最大の課題

AMADA（INDIA）

Text＝入倉由理子　Photo＝浜田敬子

プレジデント

ニラジ・セス氏

エグゼクティブ・ヴァイス・
プレジデント

今井秀久氏

Japanese Companies in India
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　東京大学は2012年にインド事務所を開所し、

2024年には文部科学省の「日本留学促進のため

の海外ネットワーク機能強化事業」で、「最重点国」

のインドを含めた南西アジア地域の事業に採択さ

れました。私は2024年には10月と11月にインド

を訪問し、高等教育機関の連携についてインドの

大学関係者と協議し、現地の高校でも日本の大学

の魅力について説明してきました。

　現地で感じたのは、インドの人々はとても教育

熱心だということです。理工系における最難関大

学のインド工科大学（IIT）に入学するためには、

非常に高い倍率を突破しなければならず、学生は

トップ中のトップの存在です。14億人あまりの人

口の約半数が25歳未満。教育セクターにおけるイ

ンドのポテンシャルは大きいと受け止めています。

　学生が日本に抱く印象は、アジア地域としての親

近感やアニメの人気も相まってとてもよいと感じま

す。その一方で、日本の大学の存在感は薄く、高等

教育の留学先としてのイメージが形成されていませ

ん。何とかそこを脱却したいと奮闘しています。

英語プログラムもロールモデルも
少ない日本の大学、課題は山積

　日本の大学の存在感が薄いのにはさまざまな理

由があります。第1には、特に大学学部レベルで

の英語のみで学位が取得できるプログラムが少な

く、留学先の選択肢が限られていることです。

　これまで日本の高等教育機関への留学生といえ

ば、中国や韓国など漢字文化圏の学生が多く、主

に日本語で学ぶことを前提とする学生が中心。中

国からの高等教育機関への留学生が約8.7万人に

対して、インドからは1600人ほどしかいません。

日本の高等教育が本当にグローバル化を目指すの

なら、「日本語で生活できる人だけ来てください」

ではダメで、高等教育の真のグローバル化のあり

方を改革する必要があります。何より、これから

の社会では、日本人だけで完結しない、国際的な

環境での学びは必須です。

　教員側の変革も必要です。韓国のトップ校には、

欧米で学位を取得して帰国した教員が多いのに対

して、日本の大学教員は日本国内の大学を卒業後、

国内の大学院に進んだ人も多い。これまでは日本

の人口規模がそれなりに大きかったため、日本人

学生を相手に日本語で授業をするだけでもよかっ

たと思いますが、少子化が進むなか、それでは大

学経営も厳しくなります。私は、インドからの留学

受け入れが進むかどうかは、大学が生き残れるか

どうかの今後を占う試金石になると考えています。

高等教育のグローバル化は、待ったなしなのです。

　日本が留学先になりづらいのは、インドからの

移民が少ないことも関係しています。親からす

れば、知らない国に我が子を送り出すのは不安

なもの。アメリカ、カナダ、イギリス、オースト

ラリアにはインド移民が多く住んでおり、コミュ

ニティがあることから留学先に頼れる親戚がいた

り、友人・知人のネットワークもあったりします

が、日本にはそれが十分にない。Googleの社長

がインド出身であることに代表されるように、留

学先にロールモデルがいるかどうかも重要です。

Text＝川口敦子　Photo＝東京大学提供
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東京大学は2012年にインド事務所を立ち上げ、日本へのインド人留学生受け入れを促進してきた。
アカデミアの視点で見たインド人材の可能性はどうか。
東京大学理事・副学長で、インド事務所長も務める林香里氏に聞いた。

高等教育グローバル化は待ったなし
インドからの留学受け入れは試金石

東京大学 Japanese Education

2024年10月、インドのデリーで開催
された「第三回日印大学等フォーラ
ム」。日印大学の学長などが出席した。
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　私は幼稚園でヒンディー語と英語、数学を学び、

国立の小中高一貫校で基礎教育を受けました。大

学では数学と物理学を専攻する傍ら、ITと日本語

を学んだのですが、日本語の魅力にハマり、1997

　私は現在、茨城県内トップクラスの進学校であ

る県立土浦第一高等学校・附属中学校で校長をし

ています。インド・ムンバイ郊外の農村で生まれた

私が日本で校長職に就いた経緯からお話しします。

Text＝石臥薫子　Photo＝ヨゲンドラ氏提供

東京大学理事・副学長
（国際・ダイバーシティ担当）

大学院情報学環教授

林 香里氏

専門はジャーナリズム研究、マスメディ
ア研究。東京大学大学院人文社会
系研究科博士課程修了。博士（社
会情報学）。日本学術会議連携会員。
朝日新聞論壇時評筆者、BPO放送
人権委員会委員、日本マス・コミュニ
ケーション学会（現日本メディア学会）
理事などを歴任。2021年東京大学
理事・副学長に就任。

トップ校とも国際交流協定を結び、学生や教員を

派遣する事業を計画しています。国連の元職員や

環境政策を専門とする教員が顔の見える形でイン

ドの学生にレクチャーすることで、「日本にこん

な研究者がいるのか」と関心を持ってもらうきっ

かけを作りたいのです。

　日本企業の方と話すと、インド人の学生への期

待感は高い一方で、年功序列、終身雇用という「我

が社のハーモニー」が崩れることへの警戒感も強

い社があるようです。インド人にとっては昇給交

渉は当たり前のこと。日本企業がインド人材を受

け入れたいのであれば、企業側も職務と職能に応

じた複数の給与体系を導入するなど、新たな職場

文化と人事制度を整えていく必要があるのではな

いでしょうか。

日本にはそういうロールモデルも非常に少ない。

生活面でも、ベジタリアンフードの種類も食べら

れる場所も限られているなど、課題は山積みです。

日本企業のインド人材受け入れには
複数の給与体系など制度整備が必要

　一方で、日本は欧米よりも大学の授業料や生活

コストが安く、比較的安全であるというアピール

ポイントがあります。そうした特徴がありながら、

世界トップクラスの科学者が活躍している。特に、

安全面は女性の学生の受け入れに際してプラスに

働くと考え、積極的に伝えています。

　女性の受け入れは、東京大学にとってもメリッ

トがあります。定期的に学生交流をしているバン

グラデシュのアジア女性大学からロヒンギャ難民

の女性の学生が来たときには、この学生が積極的

に手を挙げてはきはきと発言する姿に、東大の学

生は圧倒されていました。東大には、学部の女性

の学生の割合が約2割にとどまり、かつなかなか

増えないという課題があります。留学生の女性が

増えることは大学に活力を与え、ダイバーシティ

の観点からもありがたいことです。

　そのためにも、これまでインドからの留学受け

入れ先として中心だった工学や理学に加えて、受

け入れ先の幅も広げたいと考えています。今、法

学や経済といった社会科学に強いインドの私学

日本の公教育

世界で活躍する人材を育てるインドの教育。その強みはどこにあるのか。
日本の教育はどう変わるべきなのか。
インド出身で日本に帰化し、グローバルIT企業、銀行勤務や政治家を経て、
2023年から茨城県の公立中高一貫校で民間人校長を務めるプラニク・ヨゲンドラ氏に聞く。

インド出身校長が見る日本の教育の課題
多文化共生時代に向けた抜本的な改革を

Japanese Education
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年国費留学生として初来日。その後インドと日本

を行き来しながら、日系メーカーやグローバルIT

企業、日本のメガバンクなどで働き、東日本大震

災を機に日本に帰化しました。2019年から2年間

は、東京都江戸川区議として、インド人コミュニ

ティと地域との橋渡しに奔走しました。

　私が日本の教育に関心を持ったのは、息子の経

験がきっかけです。その公立中学では授業の中身

が薄く、教科書の半分も終わらないまま次の学年

に上がっていました。受験を考える生徒は塾に行

くしかない状況に唖然としました。さらに、息子は

教員から日本語がうまくないという理由でいじめ

を受け、中2でイギリスに行く決断をしたのです。

　議員として学校現場を視察するなかで、日本の

教育への疑問は一層膨らみました。このままでは

世界で伍していける人材は育たないし、多文化共

生も進まない。そう危惧していた矢先に、茨城県

が民間人校長を公募していることを知りました。

自分なりに貢献したいと考えて応募し、今は一歩

一歩、改革を進めているところです。

多言語教育と早期専門教育をベースに
課外授業やスキル教育に力点

　インドと日本の教育の大きな違いは2点あると

思います。1つ目は幼少期からの多言語教育です。

インドでは、ローカルで使われる言語とインド全

土の公用語であるヒンディー語と英語の最低でも

3つを学びます。言語の背景にある異なる文化・

考え方に触れることで、思考力が鍛えられますし

多様性の理解も深まります。インド人の自己肯定

感が高いのは、多言語の環境で育つために誰とで

も臆することなくコミュニケーションできるから

だと思います。

　 2つ目はカリキュラムの進度の速さです。特に

理系科目は早期に基礎を固めるので、中学からは

実験に多くの時間が割けます。専門分野を決める

のも中学卒業時（日本の高1に相当）と早く、そこ

からは科目を3～4つに絞り込んで深く学ぶので、

スペシャリストが育ちます。 

　日本の教育にも協調性を育むなど優れた面があ

ります。土浦一高に赴任した際は、生徒がよく勉

強し、部活動や学校行事にも熱心に取り組んでい

ることに感心しました。一方、将来のリーダー育

成という点では、改善の余地があると感じました。

　私は、グローバル競争の激化や労働力不足、外

国人の増加という今の時代状況に合わせて、日本

全体で教育カリキュラムを見直す必要があると考

えています。従来のように場当たり的に「あれも

これも」と足していく発想ではダメです。エンド

ゴールを定め、逆算して不要なものは思い切って

削り、必要なプログラムを加えるべきです。

　インドは2020年に35年ぶりに学習指導要領を

見直しました。従来のカリキュラムを大幅に削る

代わりに、クリティカルシンキングや経験学習を

手厚くし、スキル教育に力を入れるとしています。

高校では文理分けを廃止し、自分の適性に合わせ

3言語と3科目を選んで学べる仕組みにしました。

日本は人手ではなくスキル不足
グローバルに活躍する準備教育を

　日本では人手不足が深刻だといわれますが、私

に言わせれば日本は「スキル不足」です。微分積

分を全員が学ぶのをやめて、もっと職場で使える

会計知識やコミュニケーションを学べるようにで

きないでしょうか。

　グローバルに活躍するための準備教育として、

土浦一高ではリーダーシップやセルフマネジメン

トについて学ぶ課外授業を始めました。自己肯定

感を高めるには、自分にどんな適性があり、何を

学び何ができるようになったのかという「自己理

解」が欠かせません。そのやり方も学べるように

します。そのほか、探求や課題分析の手法、英語

での効果的なライティング・スピーキングなどの

プログラム開発を進めています。

　日本では今後、増加する外国人との共生も大き

な課題です。私は、学費が高いインターナショナ

ルスクールや私立ではなく、公立で国際学校を作

るべきだと考えます。日本人と外国人が半数ずつ

の多言語環境で、実践的なカリキュラムに沿って

ともに学ぶのです。そんなの無理という人もいる

でしょう。でも私はあらゆる観点で、日本は今こ

そ学校の「当たり前」を見直すべきだと思います。

茨城県立土浦第一高等学校・附属中学校 校長

プラニク・ヨゲンドラ氏

インド・マハーラーシュトラ州出身。同国プネ大学
（物理学・経済・日本語）卒業、同大学院修士（国
際経済・労働経済）。1997年来日、2012年日
本に帰化。グローバルIT企業日本支社長、みず
ほ銀行国際事務部調査役、楽天銀行企画本部
副本部長、東京・江戸川区議を経て、2023年
から現職。全日本インド人協会会長。
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浜田敬子
（本誌編集長）

経営人材を多く輩出するインドから
日本社会・企業が学ぶべきこと

まとめ

から抜け出す唯一の

手段としての「教育」

が信じられているか

らこそ家族や地域の

期待を背負って猛勉

強をする。インド工

科大学（IIT）進学に

特化した予備校に行

き、50万人が受ける

といわれる過酷な受

験戦争を勝ち抜いた人たちが「優秀」である

ことは疑いようもないですが、競争を勝ち抜

いたことが自信になっているというCare24

のヴィピン・パタックさんの言葉が印象的で

した。

　インドでは教育熱心な親は、子どもたちに

「医者かエンジニア」になることを勧めます。

男子学生の約8割はSTEM分野に進学し、

経営人材を育てるインド経営大学院（IIM）

の学生たちも8割はもとは理系人材。全産業

でデジタル化やAIの活用が必須となるなか、

テクノロジー分野を理解している経営人材は

まさに今求められる人材です。英語も身につ

いている。グローバル企業の経営幹部として

求められる最低限のスキルが備わっているわ

けです。

　しかし、それだけではないと今回の取材を

通して感じました。インドは公用語だけでも

20以上、多様な言語、宗教、民族が混じり合

う社会です。多様性が日常にあることで、「違

う人間なのだから意見は対立して当然と腹が

　インドを「人材大国」として意識し始め

たのは、Google CEOのスンダー・ピチャ

イとMicrosoft CEOのサティア・ナデラの

リーダーシップについての記事を読んだこと

がきっかけでした。ともに強烈なエネルギー

とビジョンを持った創業者の後を継いだ2人

は、オープンで共創的な組織文化や多様性と

包摂性を重視していること、対立よりも対話

を求めるタイプだと書かれていました。共通

するリーダーシップのあり方は彼らがインド

人であることと無関係ではないとも指摘され

ていたのです。

　気がつけば、今ではGoogleやMicrosoft

以外にも、Adobeのシャンタヌ・ナラヤン

やIBMのアービンド・クリシュナ、シャネ

ルのリーナー・ナーイルなどトップを務める

インド人材が目立っています。フォーチュン

500企業のうち35社がインド系 CEOである

ともいわれています。

　もともと独自の数学教育によってSTEM

人材が豊富であり、テクノロジー企業ではそ

の存在感が増していましたが、経営人材とし

ても注目されるようになったのはなぜなの

か。そんな疑問から取材は始まりました。

身についた多様性と柔軟性 
時代の変化のなかで「強み」に

　人材大国の背景としては14億人超という

世界一の人口と、そのなかで激しい競争を勝

ち抜かなければならないことがよく挙げられ

ます。深刻な経済格差は現実に存在し、貧困

Photo＝AFP＝時事
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据わっていて、徹底

的に論争することに

慣れている」（五常・

アンド・カンパニーの

愼泰俊さん）。多様性

を感覚的に受け入れ

ている点も、今の時

代に求められる素養

です。冒頭の2人の

リーダーが包摂性や

対話を重視している

のは、人はもともと

違う価値観や考えを

持っているという前

提を理解しているか

らかもしれません。

　それがさまざまな環境、文化への適応力と

なっていると指摘してくれたのは、グローバ

ル企業やインド企業で経営幹部を務めてきた

ニヌ・カナさんでした。多様性が高い不安定

な社会環境で育っているため、状況に適応す

ることに優れていると。かつて主流だったカ

リスマ的なリーダーシップから、状況や環

境に柔軟に対応できるシチュエーショナル・

リーダーシップが主流となっている今、イン

ド人の「スタイルのなさ」という強みが生き

ているのでは、というのです。

　もう1つ、インド人材の強みとしてしばし

ば聞いたのが「ジュガール」という言葉でし

た。停電も頻繁に起き、交通事情も悪い。整っ

ていないことが前提の環境だからこそ、その

時その場にあるリソースで何ができるかを考

え抜く。まさに今、事業開発の際に多くの企

業が志向するアジャイルという手法が、「イ

ンドでは昔からの文化として浸透していた」

（ウィズグループCEOの奥田浩美さん）との

言葉には納得しました。

インド人材の受け入れは 
日本社会が変われるかの試金石

　翻って考えると、プロセスを重視し、自分たち

のやり方やスタイルに固執して、リスクを最小

限にするため環境や条件が整うまで慎重に事業

を進めがちな日本とは対極だと感じました。

　インド人留学生を呼び込もうと努めている

東京大学の林香里さんの言葉は示唆に富みま

す。「インドからの留学生の受け入れが進む

かどうかは大学が生き残れるか占う試金石と

なる」と。企業も「我が社のやり方」や人事

制度に固執していると、成長意欲が高く野心

的なインド人の受け入れは難しいでしょう。

多様性を当たり前と考え、他人とは「違う」

ことを前提に徹底的に議論する人たちを「主

張しすぎる」と排除するような職場では、一

緒に働いていくこともできません。企業もま

た、真のグローバル企業かどうかを試されて

いるのだと思います。

　一方、「人材の宝庫」「成長市場」というだ

けではインドの一面しか見ていないことも現

地で実感しました。ある経営者は14億人超

という人口自体が、今後インドのリスクにも

なると話してくれました。インドでは安心し

て飲めない水や教育への機会の不平等、深刻

な交通渋滞などさまざまな公共インフラの整

備が進んでいません。これだけの人口規模を

抱えながら全国隅々まで同じ行政サービスを

届けることは非常に困難だというのです。

　ただ、今こうした政府や行政がカバーでき

ないような社会課題の解決を目指すスタート

アップやNGOも増えています。高い収入を

求めてグローバルのトップ企業に就職してい

たような人材が、今以上にインド国内の課題

に取り組むようになるかどうか。そこに注目

していきたいと思います。




